
令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 1 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 08_消防・防災・安全 

 

提案事項（事項名） 

外国人消防団員が従事できる活動内容の明確化 

 

提案団体 

御杖村 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

外国人消防団員が従事できる活動内容（公権力の行使をしない範囲）について明確化し、地方公共団体に周知

すること 

 

具体的な支障事例 

当村は、人口約 1,440 人、うち 65 歳以上が約 850 人(高齢化率約 60％)と、全国的にみても高齢化が進んでい

る自治体である。 

当村では、人口減少・高齢化に伴う課題の一つである消防団員の減少に対する解決策として、外国人消防団員

の受け入れを可能とし、人員確保に努めている。 

消防団員については、非常勤の公務員であり、公権力の行使が認められているため、日本人(日本国籍を有す

る者)でなければならないとするのが法理・判例であり、外国人消防団員は、消防団員の持つ公権力行使機能に

直接従事しない分野においてのみ活動することができると認識している。 

外国人消防団員には公権力を行使しない範囲の活動にのみ従事させる自治体もあるようだが、外国人消防団

員が従事できる活動内容について、明確に示されていない。確固たる基準がないままだと、自治体によって従事

の可否の判断に差異が生じることとなり、不公平感だけでなく公務災害補償においても問題が生じると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

外国人消防団員の活動内容が明確化されることで、緊急時においても円滑・迅速な活動が可能となり、安全安

心な地域づくりに繋がる。 

 

根拠法令等 

消防団員の確保等に向けた取組について（令和２年 12 月 15 日付け消防庁長官通知）別添２、公務員に関する

基本原則、消防法 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

福井市、築上町 

 

○公務災害補償を含め、外国人消防団員の安全を確保するためにも公権力を行使しない活動の範囲を明確に

する必要性はある。 

○入団したいとの相談はあるが、現場活動において、公権力の行使に該当するか否かを判断しながら活動する

ことは不可能であることから、外国人の採用を断っている。 



○これまでに外国人の入団希望はないが、入団については分団長の判断を尊重することとしており、入団を拒

むものではない。また、公権力の行使については、具体的な方策を示せていない現状である。 

 

各府省からの第１次回答 

外国人の消防団への加入については、「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に向けた重点取組事項に

ついて」（令和元年 12 月 13 日付け消防地第 228 号）で、「公務員に関する基本原則を踏まえ、公権力の行使を

しない範囲で活動すること等に留意しつつ、市町村において、外国人が消防団員として避難誘導や避難所にお

ける通訳等の活動、平時における広報活動等を行うことは、地域防災力の充実強化を図る上で効果的であると

考えられることから、地域の実情に応じ、適切に対応すること」と、一定の事例を示しつつ通知しているところ。 

その上で、今回の提案については、参考となる事例を整理し、地方公共団体に周知することを考えている。 

なお、消防組織法第 23 条において、消防団員に関する任用等については、条例で定めることとしているため、

外国人消防団員の活動内容については、各市町村において地域の実情を踏まえ、適切に判断していただく必

要がある。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 7 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

不在者投票における選挙人への情報提供に係る運用の明確化 

 

提案団体 

利府町 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

「投票用紙及び投票用封筒、不在者投票証明書」の他に、当該選挙における選挙区及び比例の氏名掲示の写

し等を同封するなどルールを明確化する。 

 

具体的な支障事例 

名簿登録地以外の市区町村の選挙管理委員会で選挙人が投票する不在者投票において、選挙人が名簿登録

地の市区町村から交付を受けるのは、投票用紙及び投票用封筒、不在者投票証明書の３点のみが法令に定め

られている。 

この３点のみでは選挙人が候補者氏名等がわからないため、氏名掲示の写しやホームページを確認するよう依

頼するチラシを同封するなどの工夫をする市区町村もある。 

しかし、法令に定められた３点のみを送付する市区町村もあり、選挙人が投票をする市区町村の選挙管理委員

会が、選挙人から候補者名簿等について知りたい旨の要請があった場合、選挙公報や新聞等を提供、あるいは

名簿登録地の選挙管理委員会から候補者名等の告示の写しを FAX で受け取り、選挙人に提供しているところ

である。 

このように、不在者投票をする選挙人への候補者氏名等の情報提供に係る運用方法が明文化されていないた

め、各市区町村の選挙管理委員会によって運用するルールが異なり、不在者投票をする選挙人の間で得られ

る選挙情報に不公平が生じているとともに、選挙人からの問合せにより各地の選挙管理委員会で臨機の対応

が生じ事務的な負担が生じているのが実情である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

不在者投票をする選挙人の全てが公平に選挙情報を取得することができるとともに、各地の選挙管理委員会の

事務負担軽減を図ることができる。 

 

根拠法令等 

公職選挙法施行令第 53 条第１項及び第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、宮城県、ひたちなか市、前橋市、相模原市、三重県、彦根市、宮崎市 

 

○告示後で氏名掲示の写しが同封されていない自治体はある。対応として、氏名掲示のページまでの導線が分

かりにくい場合や、そもそも氏名掲示を公開していない場合は、当該自治体にＦＡＸで氏名掲示を送信するよう連



絡しているところである。このことについては、選挙情報の不公平や事務的負担もさることながら、なにより氏名

掲示を渡すまで、選挙人を待たせることになり、不在者投票の利便性を損なうことになりかねないと考えられる。 

○不在者投票の執行にあたり氏名等掲示が封入していない場合選挙人の意向を確認したうえで必要であれば

名簿登録地の選挙管理委員会に FAX で氏名等掲示を送付するよう依頼し、送付するまでの間選挙人を待たせ

る事態が発生している。 

事務負担の軽減のためにも、氏名等掲示が同封されていることを望むものである。 

○当市では、「投票用紙及び投票用封筒、不在者投票証明書」の他に、当該選挙における氏名掲示の写し等を

同封することとしているが、他市町村では氏名掲示の写し等を同封していない場合があり、選挙人から候補者に

ついて確認したい旨の要請があった際に、インターネットでの選挙公報の検索や、名簿登録地の選挙管理委員

会から候補者がわかる書面を FAX で取り寄せ、選挙人に提供する等の対応を行っている。そのため、情報提供

できるまで選挙人を待たせてしまうほか、職員の負担も生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

選挙の期日の公示日・告示日より後に投票用紙等を発送する場合については、氏名等掲示の原稿の同封等の

情報提供に配慮するよう、必要な助言を行ってまいりたい。 

また、総務省においては、国政選挙や統一地方選挙に際し、候補者の氏名一覧や選挙公報などの候補者等情

報について、公示日・告示日以後速やかにホームページに掲載し、選挙人への情報提供を行うよう、各選挙管

理委員会に対して要請しているところであるが、名簿登録地の選挙管理委員会が、選挙人に投票用紙等を交付

又は発送する際に、当該ホームページの周知を徹底することなど、引き続き、必要な助言を行ってまいりたい。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 10 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

住民基本台帳法上の転居届について電子申請による届出を可能とすること 

 

提案団体 

郡山市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

住民基本台帳法（以下「法」という。）第 23 条に規定されている転居届に関して、法第 27 条の届出の方式にあ

る「この章又は第四章の三の規定による届出は、政令で定めるところにより、書面でしなければならない。」につ

いて、個人番号カードの交付を受けている者等は、書面での届出に加え、電子申請により届出が可能となるよう

特例を設けることを提案する。 

 

具体的な支障事例 

引越しワンストップサービスの開始により、３月及び４月の住民異動が多い時期の住民異動を担当する窓口の

混雑状況及び住民の窓口での待ち時間は一定程度緩和されているが、平常時よりも多い状況が続いている。こ

のため、比較的、届出の内容が軽易な転居届を提出されるお客様についても、窓口での待ち時間が平常時より

長いという支障が発生している。 

転居届は既に住民になっている者の届出であることから、転入時などにおいて、住所設定時に対面による厳格

な手続きが行われており、転入時と同等の厳格な審査は不要である。 

個人番号カードは本人のみが所持していると考えられ、また、公的個人認証サービスは、本人確認手段といえ

る電子署名及び利用者本人であることの確かな証明手段といえる電子利用証明を提供するサービスとして創設

されていることから、当該サービスで厳格な本人確認が可能である。 

転居届は、法第 23 条により、「氏名」及び「住所」を届け出ることになっており、住民基本台帳事務処理要領に

は、「住所の認定は、客観的居住の事実を基礎とし、これに当該居住者の主観的居住意思を総合して決定す

る」としているが、住所の認定に疑義又は争いがある場合を除き、届出の際に届出した住所に居住している事実

を証明する資料の添付は求めていないと認識している。このことから、内容の実在性の確認は、届出書の審査

において、記載の形式等に誤りが無いか、記載されている住所が存在しているかの確認と考える。 

また、受付後の届出書の審査、法第 34 条の調査により内容の実在性を確認しており、法第 52 条の罰則規定

により、正しい届出が行われることを担保していると考える。 

よって、転居届について電子申請を可能とすることを求める。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

既に個人番号カード取得時や転入などの届出時に本人確認が済んでいる住民が、ライフサイクルに合わせて、

市町村の開庁時間以外に転居届を提出でき、住民の利便性の向上が期待できる。 

行政側は、窓口の対応時間の削減につながり、その他の届出等の受付を円滑に進めることができ、窓口に届出

等を提出に来られたお客様の待ち時間圧縮が期待できる。 

2022 年６月７日に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に記載のある「オンライン市役所サ

ービス」や「市民カード化」の推進が期待できる。 

 



根拠法令等 

住民基本台帳法第 23 条、第 27 条、住民基本台帳法施行令第 26 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

いわき市、千葉市、小平市、半田市、寝屋川市、東温市 

 

○住民負担の軽減および窓口対応の削減につながる。 

○電子申請による転居届出については、対応時間の削減も期待できるため賛同するが、マイナンバーカードの

券面更新や署名用電子証明書の再発行手続きは、現段階においては、来庁が必須である。 

○当市においても、住民異動の繁忙期である３月から５月上旬において多数の来庁者があり、平常時より長い

待ち時間が発生している。転居届を、マイナンバーカードを利用した電子申請で行えるようになれば、窓口の混

雑が解消され、マイナンバーカードを所有するメリットが増える。 

 

各府省からの第１次回答 

住民基本台帳は、選挙人名簿の作成、保険給付、課税等の住民の権利義務に関わる様々な行政事務の基礎

となるとともに、デジタル社会の基盤であるマイナンバーカードと電子証明書の認証基盤（トラストアンカー）とな

るものとして、市町村が管理することとされております。 

このような住民基本台帳への記載の契機となる転入届及び転居届については、届出者の実在性・本人性やそ

の居住実態を厳格に確認し、台帳の正確性を確保することが不可欠となっており、現行制度においては対面で

の手続を必須としています。 

なお、デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和５年６月９日閣議決定）において「2024 年度（令和６年度）を

目途に確実な本人確認や居住実態の確認等に関する課題を踏まえた具体的な方策について検討を行った上

で、地方公共団体の標準準拠システムへの移行状況も踏まえつつ、転入時に必要な手続を含めた、将来的な

完全オンライン化を目指す。」とされていることも踏まえ、必要な検討を行います。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 19 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

ふるさと納税のワンストップ特例に係る申請期限の見直し等 

 

提案団体 

聖籠町 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

地方税法におけるふるさと納税の寄附者から寄附先自治体へのワンストップ特例申請（以下、「申告特例の求

め」という。）の期限は、特例対象年の翌年の「１月 10 日」までとされているが、支障事例の解消のため、申請期

限の延長を求める。併せて、申告特例の求めがあった自治体から申告特例の求めを行った者の住所の所在地

の自治体への通知書（以下、「申告特例通知書」という。）の送付期限についても、寄附金税額控除制度の運用

に支障をきたすことがないよう、各自治体の実態を適切に把握された上で、延長等の措置の検討を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

申告特例の求めは特例対象年の翌年の「１月 10 日」までに、申告特例通知書の送付は同年の「１月 31 日」ま

でに行わなければならないと規定されている。 

※確定申告書の提出等の事由に該当すると、申告特例の求め及び申告特例通知書の送付がいずれもなかっ

たものとみなされるため、確定申告の開始時期である「２月 16 日」までには、申告特例通知書の送付を受けた

自治体における処理を含め、特例申請に係る一連の事務処理が完了していることが望ましい。 

【支障事例】 

当町における令和４年のふるさと納税による寄附件数は、１～11 月においては１月当たり平均 1,000 件程度、

12 月は月別で最多の 5,171 件となっており、多数を占める年末分の寄附者が申告特例の求めにおいてタイトな

申請期限を強いられている。 

自治体によっては、年末の寄附に限り、締切までの期間が短いことによる寄附者からのご意見や事務処理量が

増加することを避けるため、寄附者の氏名・住所・寄附金額等を入力済みのワンストップ特例申請書を送付しな

い取扱いとしている自治体もあり、その場合は寄附者自身で印刷する必要が生じるなど、寄附した時期によっ

て、ワンストップ特例制度の恩恵を受けにくい状況が生じている。 

当町においては、年始の休日に担当職員が出勤し、特例申請書の発送準備を行っているものの、配送地域によ

っては１月 10 日までに書類の往復が間に合わない場合もある。 

【制度改正の必要性】 

自治体ごとに異なる取扱いの解消及び行政サービスの効率化（年始の休日出勤の解消） 

【支障の解決策】 

申告特例の求めに係る申請期限の延長を行うことで、支障の解決に一定程度効果があるものと考える。併せ

て、申告特例通知書の送付期限についても、寄附金税額控除制度の運用に支障をきたすことがないよう、各自

治体の実態を適切に把握された上で、延長等の措置が必要と考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地域の実情に即した運用が可能となり、業務の効率化及び住民サービスの向上につながる。 



 

根拠法令等 

地方税法附則第７条第４項、第５項、第 11 項及び第 12 項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

伊勢崎市、川崎市、魚沼市、南魚沼市、長野県、沼津市、城陽市、大阪狭山市、築上町 

 

○当市における令和４年 12 月の寄附件数は 56,000 件程となっており、提案団体同様に年末年始の休日に担

当職員が出勤し発送対応している状況である。しかし郵便局の土日配達が廃止になったこともあり、配送地域に

よっては１月 10 日までに書類の往復が間に合わないケースもある。そうなると寄付者によっては特例制度の恩

恵を受けれない場合もあり不利益が生じることにもなりかねない。申請期限を１月 10 日から延長することによ

り、これらの状況がすこしでも改善されるのではと考える。 

○当町における令和４年度のワンストップ特例希望は、2,744 件であった。このうち、11 月から 12 月のワンストッ

プ特例の希望は 1,638 件であり全体の 60％程度となっている。日程などの縛りにより、職員が他の業務よりも優

先的に作業をおこなわなければならず他の業務に支障をきたす状態となっている。 

○オンラインワンストップが浸透してきたものの、書面によるワンストップ特例申請を利用する方も多く、また、郵

便局の配達日数が変更されたことに伴い、郵便物の配達に最低２日、遠方であると３日以上かかっている（配達

は平日のみ）。そのため、１月 10 日までに寄附者から申請書を返送してもらうためには、遅くとも１月６日には寄

附者宅に申請書が配達されるようにしたいと考え、2023 年の年末年始は、12 月 29 日から１月２日まで出勤し、

発送業務にあたった。その上、年末年始の郵便の配送については、郵便局も年で一番の繁忙期であるため、す

みやかに配達していただけるよう、事前調整を行っている。郵便の配達日数が延びている状況から、提出期限

を延ばすことは一定の効果がみられると考えられる。 

○当県では寄付者への申請書の発送業務は委託している一方で、自治体への申告特例通知書の送付業務は

職員が行っており、寄付が集中する年末から申告特例通知書の送付までの期限までは非常にタイトな日程であ

り、職員が超過勤務等で対応せざるを得ない状況である。 

 

各府省からの第１次回答 

住所地団体におけるスケジュールを踏まえると、１月 31 日という申告特例通知書の提出期限を変更することは

難しく、また、寄附先団体においても、寄附者からワンストップ特例の申請を受領した後、その内容確認等を行っ

たうえ、１月 31 日までに確実にその情報を住所地団体に送付する必要があることを踏まえると、１月 10 日とい

う申請期限を変更することについても難しいと考えます。 

なお、ワンストップ特例の申請については、複数のポータルサイト事業者等により、マイナンバーカードを利用し

てオンラインで申請できるサービスが開始されていますが、この活用により、ワンストップ特例に係る寄附者・地

方団体の双方の事務負担の軽減に繋げることが可能であるため、提案団体におかれても積極的に活用してい

ただくようお願いします。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 20 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

住民票等の各種証明書や戸籍に関する証明書の公用請求について、公文書（請求書）様式の統一化 

 

提案団体 

吉岡町、桐生市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、安中市、榛東村、上野村、神流町、甘楽町、中之

条町、嬬恋村、片品村、みなかみ町、玉村町、明和町、千代田町、大泉町 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、法務省 

 

求める措置の具体的内容 

住民票等の各種証明書や戸籍に関する証明書の公用請求について、官公庁が作成する公文書（請求書）様式

の統一化を求める。 

 

具体的な支障事例 

住民票等の公用請求については、住民基本台帳の一部の写しの閲覧並びに住民票の写し等及び除票の写し

等の交付に関する省令第８条第１項において、公文書を提出してしなければならないとされている。当該公用請

求に係る記載事項は、住民基本台帳法第 12 条の２第２項に定められている。 

また、戸籍に関する公用請求については、戸籍法第 10 条の２第２項において記載事項が定められている。 

上記の公用請求に係る公文書（請求書）様式について、職務で住民票や戸籍の証明書等の請求を行っている

各士業の職務上請求においてはそれぞれ統一様式を使用しているにも関わらず、行政間のやりとりである公用

請求においては、官公庁間で様式が統一されていないことにより、請求がある都度、市町村の発行担当者が記

載事項の確認作業等に多大な時間を要しており、円滑な業務の支障となっている。 

具体的には、住民票の請求で、続柄及び本籍の表示非表示が選択されていなかったため非表示で住民票を返

送したところ、実際には本籍が表示された住民票が必要であったため、差し替えが必要になったり、戸籍の請求

で筆頭者の欄がないため筆頭者の確認を電話ですることになったり等、請求の際に必ず確認が必要な項目が

漏れている様式を使用する官公庁が存在する。 

また、必要な項目の記載はあるものの、依頼文中や備考欄に記載されていて項目の位置が統一されていない

ため、それぞれの項目の確認に時間を要している。例として人口２万人規模の自治体である当町では、年間約

2,000 件の公用請求を担当者２人で、その他様々な業務を抱えている中で実施しており、公用請求の申請書の

確認及び発行に１件あたり５分程度、項目の確認にそのうち半分以上時間を要しており、大きな負担となってい

る。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

公用請求を受けた市町村の発行業務担当者の確認作業等の負担が軽減され、事務の効率化が図られる。 

また、公用請求する側においても、形式的な請求書に必要事項を記入するのみで足りることから、誤りがない請

求をすることができ、再度請求をすることがなくなったり問い合わせ対応を減らすことができたり等、事務の効率

化が図られる。 

さらに、近い将来行政間において住民票等の各種証明書の内容について電子データでやりとりをすることになっ

た際には、統一様式を使用することが不可欠となると想定されることから、制度改正をすることで行政のオンライ

ン化の一助ともなりうる。 

 



根拠法令等 

住民基本台帳法第 12 条の２、住民基本台帳の一部の写しの閲覧並びに住民票の写し等及び除票の写し等の

交付に関する省令第８条、戸籍法第 10 条の２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、羽後町、いわき市、高崎市、越谷市、世田谷区、浜松市、関市、豊橋市、豊田市、半田市、亀岡市、枚

方市、寝屋川市、西宮市、東温市、久留米市、熊本市、宮崎市 

 

○現在は同一自治体内でも所管課ごとに異なる様式となっていることも多く、記載事項の不備や確認作業が増

える要因となっている。 

○当市においても、公用請求の交付について、請求元市町村への確認連絡に多大な時間を要している。具体

的には、除籍になっている者の附票が必要か否か、戸籍の附票が謄本か抄本か、などの確認連絡が多く、あら

かじめ記載のある様式に統一できれば、事務の効率化が期待できる。 

○「現に請求の任に当たっている者」の職氏名等は請求書に記載されているものの公印の押印が省略されてお

り、また職員証等の写しの添付もないので「現に請求の任に当たっている者」の本人確認に苦慮する事例が増

えている。新たに統一様式をお示しいただく際は「現に請求の任に当たっている者」の本人確認を簡易に行える

ようご配慮いただきたい。 

○公印省略の動きも散見され、個々の行政機関が、別々にその対応を図る旨の通知文の送付やその対応の支

障の有無を照会しているので、公印も形式に含めて、省略を認める判断を行うか否か示せれば、公用請求事務

がさらにスムーズになると思われる。 

○当市では年間約１万件の公用請求を受理しており、その処理に多くの時間を要している（請求内容の確認か

ら発行まで５分/件、発送前の確認２分/件）。また、請求書の様式が自治体及び省庁によって異なり、内容の確

認に時間を要している。同一の自治体であっても部局により様式が異なることがあり、請求内容の読み取りに時

間を要する原因や、請求元が求める項目漏れの原因になるなど、円滑な事務遂行の支障となっている。また、

昨今の DX の流れを加味した RPA 等による証明書類の自動出力を検討した際、様式が自治体及び省庁によっ

て異なることが大きな支障となる。具体的には、様式が異なることにより AI-OCR による正確な請求書の読み取

りが困難となる点。 

○生活保護業務で請求対象者が被保護者本人なのか扶養義務者なのかの記載がないため、親族調査のため

出生までさかのぼった戸籍が必要なのか、生存確認で現在の戸籍や附票だけでいいのかと確認を要することも

ある。 

 

各府省からの第１次回答 

（住民票の写しについて） 

国又は地方公共団体の機関の住民票の写しの請求に当たって使用する請求様式については、各機関に委ねら

れているところですが、地方公共団体の負担軽減のため、関係機関と協議し、御提案を踏まえて必要な検討を

行うこととしたい。 

（戸籍証明書について） 

戸籍証明書等の公用請求は戸籍法第 10 条の２第２項に基づき行われているところ、その請求に際しては「その

官職、当該事務の種類及び根拠となる法令の条項並びに戸籍の記載事項の利用の目的を明らかにしてこれを

しなければならない。」とされていることを踏まえ、その様式の統一について、御提案を踏まえて必要な検討を行

うこととしたい。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 22 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

選挙公営制度における選挙運動用自動車燃料代の公費負担の対象となる支払方法の見直し 

 

提案団体 

草津市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

公職選挙法の選挙運動用自動車の燃料代の公費負担制度について、従前の契約業者を決定して事後精算払

い方式だけではなく、一旦候補者が燃料代を負担し候補者へ実費弁償する方法も追加するなどし、セルフ式ガ

ソリンスタンド等の新たな業務形態にも対応できるよう求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

現行制度では、立候補者が事前に契約業者を決定して事後精算払い方式のみとなっているため、契約業者以

外のセルフ式ガソリンスタンドで給油した場合に公費負担の対象とならない。 

【支障事例】 

近年はセルフ式ガソリンスタンドが普及しており、現行制度とそぐわないことから、複数の候補者陣営からも柔軟

に対応できるよう意見をいただいているところである。 

【制度改正の必要性】 

上述のとおり契約業者以外のセルフ式ガソリンスタンドで給油した場合に公費負担の対象とならないことから、

候補者陣営からの苦情対応に苦慮しているという実態がある。 

【支障の解決策】 

そこで、一旦候補者が燃料代を負担し候補者へ実費弁償する方法も追加するなどすれば、セルフ式ガソリンス

タンド等の新たな業務形態にも対応できるようになると考える。 

具体的には、候補者がレシート及び当該燃料供給が選挙運動用自動車に使用されたものであることの証明書

を直接選挙管理委員会に提出することにより確認することを想定している。現状の手続きとは異なり、事前の契

約締結の届出及び確認申請を行わないこととなるが、当該手続きは業者が地方公共団体に請求できる金額（業

者と候補者の契約金額のうち、公費負担の対象となる金額）を確認するために発行するものであり、候補者の実

費弁償であれば、その手続きを踏む必要がなく、省略してもチェック機能としては現状と変わらないと考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

セルフ式ガソリンスタンドは近年では一般的な給油方法であり、制度改正によって時代に沿った運用が可能とな

り、お金のかからない選挙、また、候補者間の選挙運動の機会均等を図ることができる。 

 

根拠法令等 

公職選挙法第 141 条第７項、第８項、公職選挙法施行令第 109 条の４、公職選挙法施行規則第 17 条の４、第

17 条の５、第 17 条の６、第 17 条の７、第 17 条の８ 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

ひたちなか市、前橋市、練馬区、相模原市、川崎市、海老名市、茨木市、三重県、熊本市 

 

○事前の契約業者だけでなく、任意のガソリンスタンドで給油できるようにすることで、選挙運動における利便性

の向上を図るとともに走行距離や燃料消費量の効率化を進めることで、候補者間の選挙運動の機会均等や選

挙経費削減、環境負荷低減などに資することができる。 

○当区においても、複数の候補者から、近年はセルフ式ガソリンスタンドが一般的な給油方法であり、現行制度

では実態に即していないため、制度を改善してほしい旨要望をいただいている。 

 

各府省からの第１次回答 

公職選挙法では、金のかからない選挙を実現するとともに、候補者間の選挙運動の機会均等を図る手段として

選挙公営制度を採用しており、選挙公営に一定の条件を設け、その枠内において候補者の自由を認めることで

選挙の公正を確保することとしている。 

選挙公営制度においては、ポスター・ビラの作成、新聞広告、選挙運動用自動車などの費用について、それぞ

れの業者に対し各都道府県等が負担することとしており、金のかからない選挙の推進を目的として、候補者が

直接負担することがないようにしているものである。 

選挙運動用自動車の燃料代については、公金を支出するに当たり、契約届出書、使用証明書、確認申請書等

により、契約年月日、契約の相手方、燃料の供給を受ける選挙運動用自動車の自動車登録番号又は車両番

号、契約金額等を適切に確認した上で、供託物没収点を上回る得票数を得た候補者について、一定の金額の

範囲内において公費で負担するものであるため、そうした手続を踏むことなく候補者へ実費弁償することはでき

ない。 

なお、選挙運動用自動車の燃料代における公費負担については、セルフ式ガソリンスタンドの業務形態をとる燃

料供給業者であっても、あらかじめ候補者が後払い契約を結ぶことで燃料の供給を受けることは可能であり、そ

うした事業者においては、例えば、契約後に発行される掛け売りカードを使うことにより給油することができると

承知している。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 27 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

給与所得者の扶養親族等申告書に同一生計配偶者を申告可能とすること 

 

提案団体 

大府市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

合計所得金額が 1,000 万円を超える給与所得者について扶養親族等申告書に同一生計配偶者を申告できるよ

う様式の変更を求める。 

 

具体的な支障事例 

合計所得金額が 1,000 万円を超える給与所得者については、同一生計配偶者を有していても、配偶者控除は

適用されない。この場合、同一生計配偶者が障害を有する場合は扶養控除等申告書の障害者控除に関する欄

に同一生計配偶者について申告できる。一方、障害を有しない場合は当該申告書に同一生計配偶者を申告で

きる欄は設けられていない。このため合計所得金額が 1,000 万円を超える給与所得者が同一生計配偶者を有

しており、その同一生計配偶者に収入が無い場合は、当該給与所得者が同一生計配偶者を扶養している状況

を市側で把握できない。 

融資や奨学金の申請等の手続きにおいて世帯全員の所得課税証明書が必要なケースがある。当市では同一

生計配偶者が給与所得者の被扶養者として申告されていれば、課税情報がない場合でも収入及び所得を０円

として所得課税証明書を発行しているが、同一生計配偶者が給与所得者の被扶養者として申告されておらず、

課税情報もない場合は所得課税証明書を発行していない。このため同一生計配偶者に係る所得課税証明書の

発行にあたっては、給与所得者が同一生計配偶者を扶養している旨の市県民税申告を行う又は同一生計配偶

者自身が収入０円である旨の市県民税申告を行う必要が生じている。 

また、当該給与所得者が同一生計配偶者を扶養している状況を市側が把握していないことで、国民健康保険に

係る高額療養費制度において、所得未申告等により世帯に属する被保険者の所得の確認ができない場合は、

一番負担の多い区分が適用される(同一生計配偶者を適用する納税義務者の所得を加味しない)。また、国民

健康保険税の軽減判定時に同一生計配偶者に当たるものが適用されていないと、所得未申告者とみなし軽減

が受けられない(世帯主が同一生計配偶者を適用する納税義務者ではない場合に限る)。これらの解消にあたっ

ても、給与所得者が同一生計配偶者を扶養している旨の市県民税申告を行う又は同一生計配偶者自身が収入

０円である旨の市県民税申告を行う必要が生じている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

対象となる方の市県民税申告の手間が省ける事や、市側も窓口での説明や市県民税申告書の受理、入力作業

が省略できる。 

年間 200 件程度発生している市県民税申告は、1 件あたり、20 分程度事務処理にかかっているため、20 分

×200 件＝4,000 分の事務時間の削減ができる。 

 

 

 



根拠法令等 

所得税法第１90 条、第 194 条第１項、所得税施行規則第 73 条、地方税法第 45 条の３の２第１項、第 317 条の

３の２第１項、地方税法施行規則第２条の３の３ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

郡山市、大田原市、高崎市、千葉市、荒川区、川崎市、相模原市、三浦市、福井市、松本市、半田市、安来市、

広島市、高松市、熊本市 

 

○当市でも提案市と同様の課題を抱えている。所得税確定申告書には、第２表に同一生計配偶者について申

告できる様式となっているが、給与所得者の扶養控除申告書には障害のある方を除いては、記載欄がない。そ

のため、当該同一生計配偶者が未申告者の扱いとなり、所得証明書の発行ができなかったり、国民健康保険税

の軽減判定を受けられなかったりして、当該配偶者の方に改めて収入０の申告してもらうなど、余計な負担を強

いているのが現状である。 

○当市においても、所得証明発行等のため、市県民税申告書の提出を求めており、窓口での説明や市県民税

申告書の発送、入力作業等の手間が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

地方税法に規定されている「納税証明書」については、法第 20 条の 10 の規定により、地方団体の徴収金と競

合する債権に係る担保権の設定その他の目的で、地方団体の長が交付しなければならないものとされていると

ころ。 

一方、ご提案の「所得課税証明書」については、各地方団体が行政サービスの一環として、条例等に基づき発

行しているもので、発行に係る手続等についても、地方団体によって独自に定められているものと承知してい

る。  

このため、地方団体において具体的にどのようなケースについてどのような支障が生じているかなど詳しく教え

ていただく必要があるものの、各地方団体が独自に定める証明書の独自の発行手続のために、個人住民税の

課税を行う際には直接必要のない合計所得金額が 1,000 万円を超える納税義務者に係る同一生計配偶者の

情報を申告させることとするよう、地方税法令の改正を行うことは適切ではないと考える。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 28 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

道府県知事が不動産の価格を決定し市町村長に通知した場合における固定資産税の納税義務者への説明責

任主体の明確化 

 

提案団体 

大府市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

地方税法第 73 条の 21 第２項の規定により道府県知事が不動産の価格を決定し、同条第３項の規定により市

町村長に通知したときは、改築、損壊その他特別の事情がある場合を除き、不動産取得税に対する更正の時効

経過前後に関わらず、固定資産税の納税義務者に対する課税根拠の説明責任については、市町村ではなく道

府県にあることの明確化を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

地方税法第 73 条の 21 第２項の規定により道府県知事が不動産の価格を決定し、同条第３項の規定により市

町村長に通知したときは、同法第 409 条第２項の規定により改築、損壊その他特別の事情がある場合を除き、

当該通知に係る価格に基づいて不動産の評価をしなければならない。 

【支障事例】 

税理士法人や弁護士等を代理人とした家屋評価調書等の開示請求や価格の修正を求められることがある。し

かし、そのような家屋は、非木造家屋かつ大規模なものが多数であり、各道府県と各市町村との役割分担にも

よるが、当市においては道府県で評価計算したものが大半を占めている。 

【制度改正の必要性】 

課税根拠の説明を求められた際には、固定資産税の課税処分を下している市町村に説明責任があると思われ

るが、同法第 73 条の 21 第３項の規定において、「価格その他必要な事項」を通知するとされているのみであ

り、提供すべき資料が明確化されておらず、詳細な資料が保存されていないものがあり、対応が困難である。仮

に詳細な資料が保存されていた場合でも、道府県の判断により、評価基準において示されていない評点項目等

の作成等を「所要の補正」により行っているものや、補正係数も範囲を超えて決定しているものもあり、市町村で

は結果のみを伝えることはできるが、運用の説明は困難である。 

また、同法第 409 条第２項及び判例において、不動産取得後に生じた特別の事情が無い限り、市町村長は道

府県知事から通知された価格に基づいて評価するのみであり、市町村に裁量の余地はない（行政実例において

も「通知価格を基礎として評価しなければならない法意であり、単なる参考と解すべきものではない」とされてい

る）。 

【支障の解決策】 

不動産取得税の更正の時効経過前後に関わらず、特別の事情が無い限り、道府県が評価計算した不動産は道

府県が対応することで支障が解決すると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

根拠資料の保管、提供不足や評価当時の道府県の運用の市町村への継承不足等により、市町村において不



必要な修正（還付）を行うことがなくなり、公金が適切に管理されるとともに、説明責任が果たされ住民の行政に

対する信頼が損なわれることがなくなる。 

保管資料等から評点項目、補正係数等の採用根拠を推測することや、開示請求に対応することに時間を要する

ことがなくなり、行政の効率化につながる。 

 

根拠法令等 

地方税法第 73 条の 21、第 409 条 

新潟地方裁判所（平成 21 年 12 月 25 日判決）平成 16 年（行ウ）第３号、東京高等裁判所（平成 22 年８月 31

日判決）平成 22 年（行コ）第 39 号 

行政実例（昭和 34 年７月 24 日自丁固発第 52 号弘前市長あて自治庁固定資産税管理官回答） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

大田原市、高崎市、八王子市、相模原市、福井市、松本市、豊橋市、半田市、刈谷市、豊田市、城陽市、今治市 

 

○各都道府県と各市町村が家屋調査・評価を分担し、重複調査の解消による納税義務者の負担軽減と評価事

務の合理化を図るため、合同調査を実施している。当市においても県が評価するのは大規模な非木造家屋とな

るが、評価方法が異なること（県は明確計算、当市は不明確計算）、また県が独自補正等を行っている場合もあ

ることから、納税義務者への課税説明は困難である。また、不動産取得税の時効にかかわらず、建物の存続す

る限りその説明責任の義務を負うことを県職員にも強く意識してもらうことで、より県市一体となった評価連携が

できると考えられ、また根拠資料等の適切な保管や開示請求に対応する時間を要することがなくなり、業務の効

率化につながる。 

○県税事務所で評価された家屋において、納税義務者からの照会があった場合には、課税庁である市に説明

責任はあると承知しているが、課税庁に責任の全てを委ねている今の現状には少々疑問を感じている。家屋を

調査し評価者としての責任の所在が県税側に多少なりあるべきと常々感じていたので、本事案について議論及

び検討をしていただきたい。 

○当市においても、税理士法人等を代理人とした家屋の課税根拠資料の請求を受け、非木造の大規模家屋で

あったため県税事務所から通知された資料を回答したことがあるが、そこに記載されている内容以上のことにつ

いては市では回答することができない。 

○当市でも県が評価した家屋について、弁護士を代理人とし、評価調書の誤りを原因とした評価額の修正を求

められた事例があった。このため県へこの修正申入れの内容の適否を判断するよう依頼したが、当初は、「県は

新築から５年以上経過した物件について正式に再評価することはできない。」と断られた。その後も協議を重ね、

約 10 か月後に文書で見解を出してもらったが、県はあくまで不動産取得税のための評価事務しか行わないと

の原則は変えていないので、今後も同種の申入れや審査の申出があった場合に長期間の協議を余儀なくされ

るのではないかと危惧している。裁判例でも、道府県職員の過失により過大な価格を市長に通知し、納税者へ

損害を与えた場合は、道府県が国家賠償法上の責任を負うとされており、道府県は評価資料の保存や説明の

責任について建物の存する限り果たすよう、法で明確化すべきと考える。 

○近年多くみられる税理士法人等が代理人となり、固定資産評価額の審査請求を行う場合、大規模な事業所

等がターゲットとなるため、これらの家屋の調査及び評価計算は都道府県税事務所が行っていることがほとんど

である。評価計算は、総務大臣が定める評価基準に基づいて実施するが、課税庁の裁量にゆだねられる部分も

あることから、都道府県が定める要領に基づいて行われている。また図面や見積書等の評価資料が提供されて

いないため、市町村に対して審査請求等が行われた場合、評価内容及び計算根拠等を説明することが非常に

困難な状況にある。調査と評価計算等を実際に行った課税庁が説明を行うことで、正しい評価内容を伝達する

ことができると期待される。 

 

各府省からの第１次回答 

納税者への説明責任は課税庁が負わざるを得ないため、課税庁である市町村が説明責任を負わないことを明

確化することはできないが、課税庁が説明責任を果たす上で必要な情報が共有されているかどうかなど、まず

は地方団体の実務上の課題を確認する。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 35 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバーカードの代理人交付における本人確認書類等の要件緩和 

 

提案団体 

中核市市長会、郡山市、江戸川区、高知県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバーカードを代理人に交付する際、必要となる交付申請者の本人確認書類として当該交付申請者の親

族等（例：同一世帯員又は一～二親等以内の親族）が交付申請者の顔写真を証明した書類も認めていただくこ

と、交付申請者の出頭が困難な理由として「親族の看護（介護） 」を含めていただくことなど、カードの一層の普

及に資する見直しを行っていただきたい。 

 

具体的な支障事例 

マイナンバーカードを代理人に交付する際は、交付申請者の本人確認書類として官公署から発行（発給）された

交付申請者の写真が表示された書類その他これに類する書類として以下の書類が認められているところであ

る。 

・交付申請者が長期で入院している者や介護施設等に入所している者である場合、病院長又は施設長が交付

申請者の顔写真を証明した書類 

・交付申請者が在宅で保健医療サービス又は福祉サービスの提供を受けている者である場合は、当該交付申

請者に係る居宅介護支援を行う介護支援専門員及び当該介護支援専門員が所属する指定居宅介護支援事業

者の長が交付申請者の顔写真を証明した書類 

・交付申請者が 15 歳未満の者である場合は、法定代理人が交付申請者の顔写真を証明した書類 

しかしながら、以下の事例のように交付のため出頭することが困難で上記のような本人確認書類を提示すること

ができない者もおり、また、事務処理要領（令和 5 年 4 月 1 日改正）に「やむを得ない理由により出頭が困難で

あると認められる者」として示された例には親族を看護（介護）している者が入っていないが、実際は親族の看護

（介護）により出頭できない者もおり、カードの代理交付に至らない事例が発生している。 

（事例１）交付申請者が介護のため遠方の他市に居住していることから代理交付を希望しても、本人確認書類で

ある運転免許証は毎日現地で使用するので代理人に預けることができない（住民票を現在の居住地に移す予

定はない）。 

（事例２）交付申請者は高齢で官公署の発行（発給）する顔写真の表示がある書類を持っておらず、自宅で家族

に介護されているが介護保険サービスは受けていないため顔写真の表示のある本人確認書類が用意できな

い。 

（事例３）交付申請者が長期入院により代理交付を希望する場合において、顔写真が表示された本人確認書類

を所持していないことから入院中の病院に顔写真証明書の作成を依頼するも拒否されたため、顔写真が表示さ

れた証明書を用意できない。 

（事例４）交付申請者は顔写真が表示された本人確認書類を所持しておらず、補助人工心臓を装着した娘を在

宅で看護している。交付申請者は人工心臓の研修を受けており娘の唯一の介助者として一時も娘のそば離れ

ることはできず出頭は困難である。しかしながら、代理交付を認める理由に「親族の看護（介護）」が含まれてお

らず、さらに代理人に託すべき写真を表示した本人確認書類も用意することができない。 

マイナンバーカードの代理交付が認められるケース拡充については、令和３年提案募集にて既に議論され、令



和４年１月 31 日付けで「個人番号カードの交付等に関する事務処理要領」の一部改正により、限定的に代理交

付可能なケースが拡充されたところであるが、マイナンバーカードの交付率は年々増加しており、カードの交付・

更新事務の負担は令和３年提案時点と比して、大きく増している。 

また、令和６年秋頃のカードと健康保険証との一体化を考慮すると、上記のように本人が出頭することが困難

で、かつ写真の表示された本人確認書類を持ち合わせない方からの交付申請も増えてくると予想される。これら

の方々は施設に入所していないところ、職員が一件ずつ訪問し本人確認をすることになるが、上述のとおりカー

ド交付・更新事案の負担が増加するなか、そういった対応は更に現場の負担を増すものであり、また、必要とす

る方にカード交付できない状況が続くこととなる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

現行制度ではマイナンバーカードを受け取ることが難しかった方が、窓口へ出向くことなくカードを受け取ること

ができるようになり、市民の利便性が向上する。 

 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令第 13 条 5 項、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則第 16 条、個人番号カードの交付等

に関する事務処理要領 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、旭川市、宮城県、仙台市、多賀城市、秋田県、羽後町、いわき市、小山市、前橋市、桐生市、三郷市、

小平市、川崎市、山梨県、豊橋市、亀岡市、八尾市、寝屋川市、西宮市、五條市、井原市、東温市、糸島市、熊

本市 

 

○交付申請者（高齢）が在宅介護のため外出することが困難である。家族も近くに住んでいないため、在宅介護

を代わりに頼める人もいないため窓口で受け取ることが難しい。. 

○（事例１)代理ケースが認められる学生は、高校生までであり、大学生は認められない。ただ、遠方に居住して

いる大学生が多く、代理交付を望んでいる事例が多くある。 

（事例２)75 歳以上の高齢者で、顔写真のある身分証明書を持っている人が少なく、かつ介護サービスを受けず

自宅療養をしている場合は、顔写真証明書が用意できない。顔写真証明ができる資格の範囲を民生委員等に

拡充していただきたい。 

○当市においては、交付申請者の出頭が困難であり、且つ代理交付ができない場合、職員による出張交付を実

施している。現行制度においては、結局のところ代理交付が困難となるケースが多発し、出張交付の機会が増

加することが想定され、結果職員負担の増加につながることが懸念される。 

制度改正により上記のような職員負担の軽減に繋げていきたいと考える。 

○事例のようなケースは当市で今のところわずかだが今後発生することは想定される。現在は職員の訪問等に

より対応を予定している。 

○区役所・支所においては、介護サービスを受けるまでに至っていない高齢者の本人確認は職員が訪問、また

は庁舎の駐車場等まで車で来ていただき、職員が確認に出向く等の対応をしている。当市のマイナンバーカード

センターにおいては、代理人での高齢者の本人確認はできないため、直接本人に来所いただくか、区役所の予

約を取ってもらうことを案内し、顔写真付き本人確認書類のない高齢者の代理人への交付はセンターではでき

ない旨を案内している。 

○当市でも、高齢の交付申請者は官公署の発行（発給）する顔写真の表示がある書類を持っておらず、また自

宅で家族に介護されているが介護保険サービスは受けていないため顔写真の表示のある本人確認書類が用意

できないケースが少なからずあり、各区の職員が一件ずつ訪問して本人確認をしており、現場の負担増となって

いる。 

○代理人での交付要件、必要な書類が緩和され、受け取れるケースが増えてきている。しかし、依然、要件に当

てはまらない、必要書類が揃わないケースがあり、職員が訪問し交付を行っているが、人的資源に限りがあり、

すべてのニーズに対応するのは困難である。 

○親族の看護（介護）により出頭できず、代理交付や居所への訪問による本人確認ができないケースが当市に

おいても生じている。 

○申請者本人が 15 歳未満の者で児童虐待等の理由により法定代理人に対し市町村の事務所への出頭を求



めることが不適当又は困難であり、かつ祖父母宅で監護されている事例を支障事例として追加したい。 

・事務処理要領においては、申請者本人が 15 歳未満の者で児童虐待等の理由により法定代理人に対し市町

村の事務所への出頭を求めることが不適当又は困難であるときは、「里親等に看護されている場合」及び「児童

福祉施設に入所している場合」にのみ、代理人が里親等の資格を証明する書類及び事情説明書等を提示する

ことで代理交付が可能となっているところ。（里親等：児童福祉法に定める都道府県による委託を受けた里親若

しくは小規模住居型児童養育事業を行う者に限定） 

・申請者本人が児童虐待を受け、法定代理人とは接見禁止となっており、祖父母宅で監護されている場合、祖

父母が事務処理要領上の「里親等」に含まれないため、カードの代理交付ができない状況であることから、「里

親等」の定義を拡大していただきたい。 

○マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴い、市民からの関心が高まっているものとなる。令和５年４月

１日より、代理受取要件である「出頭が困難である理由」については緩和されたところではあるが、代理受取要

件である本人の本人確認書類について顔写真付きの証明書がないとの相談が相次いでいる。具体例を挙げる

と、75 歳以上の高齢で出歩くのは難しいが、顔写真付きの本人確認書類を持っておらず、長期入院しているわ

けでもなく、介護サービスを利用もしていないといった方である。この場合、この度緩和された出頭が困難である

と認められるケースになるにもかかわらず、カードの代理受取ができないものとなる。また、長期入院している

が、病院長が顔写真証明書の作成に協力いただけなくて代理受取ができないこともある。このような際に、出頭

は困難であるとは認めつつもカードを渡せないといったことが起こっており、職員が１件ずつ訪問することも現実

的ではない。 

顔写真証明書の作成可能者の範囲が緩和されることで、上記ケースに対応できるようになる。 

○令和５年３月 31 日付け総行マ台 43 号で一部緩和があったが、かなりの高齢者であっても健康であれば窓口

来庁するようになっている。75 歳以上については代理交付が親族で可能となるように緩和していただきたい。 

○代理人による受取りについては、支障事例以外にも様々な具体的な事例が生じるものであり、交付要件や疎

明資料、顔写真証明書等の提出緩和も含めた総合的な検討が必要である。 

○当市においても、同様のケース（特に事例２）により交付ができないケースが多く、対応に苦慮しているところ

である。代理人交付の用件に該当しないため、来庁するご本人や同行の家族の負担も大きいため、要件緩和が

必要である。 

○事務処理要領（令和５年４月１日改正）に「やむを得ない理由により出頭が困難であると認められる者」として

示された例には小学生・中学生・高校生・高専生が挙げられているが、大学生・専門学校生についても遠方まで

通っているケースが多く、自治体の窓口受付時間内での受取が困難となっている。 

○同様の支障事例は各市町村から寄せられているが、本人が顔写真付き証明書を持たない場合、代理人交付

はできず、市町村町職員が本人の自宅に出向いて本人確認をしたうえで交付する必要があると考える。 

 

各府省からの第１次回答 

＜顔写真証明書の作成者の要件緩和＞ 

マイナンバーカードは対面でもオンラインでも安全・確実に本人確認ができるデジタル社会の基盤となるツール

であり、なりすまし等による不正取得を防ぐため、厳格な本人確認を経て交付することを原則としている。 

代理交付にあたっては、なりすまし等を防ぐため、申請者本人の顔写真付き本人確認書類を求めているが、長

期で入院している者や介護施設等に入所している者、15 歳未満の者、在宅介護を受けている者については、顔

写真付き本人確認書類を所持していない場合があることを踏まえ、「個人番号カード顔写真証明書」を認めてい

る。 

 「個人番号カード顔写真証明書」の作成主体は、なりすまし等を防ぐ観点から、病院長又は施設長、民法上の

特別な地位にある法定代理人、ケアマネージャー及びその所属する事業者の長に限っているものであり、「親族

等（例：同一世帯員又は一～二親等以内の親族）」への拡充は難しいと考える。 

なお、代理交付が行えない場合であっても、マイナンバーカードを円滑に取得していただけるよう、市町村職員

が施設等に出張し、申請時に本人確認を行うことにより、後日、市町村から郵送によりカードを交付することが可

能となる出張申請受付を推進するとともに、費用については国費による支援を行うこととしている。 

＜交付申請者の出頭が困難と認められる者の要件緩和＞ 

交付申請者が、病気、身体の障害その他やむを得ない理由により、窓口への出頭が困難な場合は、代理人に

対する交付を可能としており、この代理交付の仕組みについては、幅広く活用しやすくなるよう、令和５年３月に

事務処理要領の改訂を行い、活用できるケースの拡充・明確化などを行った。 

「親族の看護（介護）」は、事務処理要領上は明記されていないが、市町村長が「親族の看護（介護）」をやむを

得ない理由により交付申請者の出頭が困難であると認めたときには、代理人に対してカードを交付することは可

能である。 

一方、親族の看護（介護）により出頭が困難であることを疎明する資料を一律にお示しすることは難しいことか



ら、個人番号カードの交付等に関する事務処理要領に明示的に例示はしていない。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 37 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

出納員その他の会計職員について個別の任命を不要とすること 

 

提案団体 

三原市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

出納員その他の会計職員の任命について、辞令形式によらず、規則等で一定の職にある者が当然に出納員そ

の他の会計職員に充てることを可能とすること。 

また、可能であるならばその旨を明確にすること。 

 

具体的な支障事例 

出納員その他の会計職員については、地方自治法第 171 条第２項において「出納員その他の会計職員は、普

通地方公共団体の長の補助機関である職員のうちから、普通地方公共団体の長がこれを命ずる。」と定められ

ており、「昭和 38 年 12 月 19 日 自治丁行発第 93 号各都道府県総務部長宛 行政課長通知」により、個々の

職員を充て職ではなく辞令形式により任命することが適当であると解されているため、個々の職員に対する市長

印を押印した辞令（出納員証）を廃止できない状況にある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

出納員の任命においては、実質的に充て職としても特に支障がないが、個々の職員への辞令形式を必須とする

と、毎年度辞令（出納員証）を交付する必要があり、出納員証を対外的に示す機会もない。 

個々の任命を不要とする改正が行われれば、事務手続を省略することができ、行政の効率化につながる。 

 

根拠法令等 

昭和 38 年 12 月 19 日 自治丁行発第 93 号各都道府県総務部長宛 行政課長通知 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

羽後町、鶴岡市、三浦市、安来市、広島市、佐世保市 

 

○当市においても、出納員・臨時出納員の辞令形式での発令を異動が生じる度に整理し、実施している状況。

出納員は課長を、臨時出納員は課長補佐を充てており、業務上で辞令を提示する必要もないことから、規程で

充て職として明示することができれば、辞令方式による発令を行う実質的な意味はない。 

任命を省略することが可能であれば、事務手続きの効率化により、１人当たり２分の事務作業×200 人＝約６時

間の作業時間の減が見込めるもの。さらにペーパーレス化が当たり前になってきている社会情勢を考慮しても、

辞令形式での任命は省略しても良いと思われる。 

○毎年、年度当初に分任出納員 300 人以上（令和５年は 326 人）へ辞令(紙）交付と身分証交付（写真撮影を伴

う）を行っており、大変な事務負担となっている。また、年度中の職員の異動に伴い同様の作業が発生、同時に



解任手続きも必要となっている。 

○当市も、出納員等に関する規則を定め、毎年度、各部・課等より、会計管理者に対して、出納員及び分任出納

員の申請があり、会計管理者は市長に対して推薦を行い、辞令の交付をしております。なお、取扱う内容に関し

ては、各部・課の業務に対して、内容を告示しています。 

人事異動や出納整理期間の時期も相まって、対象者の選定に時間を要することから、辞令の交付や告示が速

やかにできないのが現状です。 

 

各府省からの第１次回答 

出納員は、会計管理者の命を受けて現金や物品の出納・保管を取り扱うほか、その他の会計職員についても普

通地方公共団体の会計事務を取り扱う職員であり、地方自治法上、これらの職員を対象として賠償責任に係る

特別の規定が定められている点を考慮すれば、出納員やその他の会計職員の権限及び責任関係を明確にす

る観点からも、個々の職員を辞令形式により任命する必要があると考えています。 

なお、辞令形式での任命については、必ず紙での辞令交付や公印を押印した辞令書によることを求めているも

のではなく、例えば、自治体によっては職員が確認可能な庁内情報ネットワーク上に各課ごとの人事異動発令

通知書を掲載することにより発令とする取組や、辞令書への公印省略を可能とする取組などが行われており、

各自治体の運用により具体的な支障事例の解消は図られるものと考えています。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 67 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

補助事業等の予算執行状況等に係る各調査の合理化 

 

提案団体 

秋田県、能代市、横手市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、潟上市、大仙市、三種町、八峰町、八郎潟

町、大潟村、美郷町、羽後町、東成瀬村、福島県 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、総務省、財務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

補助事業等の予算執行状況等に係る各調査について、重複する調査の廃止を含め、調査事項及び調査頻度を

真に必要な最小限度にするよう簡素化すること及び調査主体を一元化することを求める。 

 

具体的な支障事例 

公共事業については、昭和 42 年５月１日付蔵計第 946 号「公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の

報告について」に基づき、財務省から各府省庁へ、各府省庁から地方へ調査依頼がなされているが、各府省庁

からの調査依頼の内容は重複する部分が多く、地方の業務増加に繋がっている。具体的には、国土交通省所

管の補助事業等の契約状況について、年度当初に地方整備局総務部会計課から依頼があり、毎月報告をして

いるが、地方整備局道路部からも次年度当初予算の配分作業の参考のため、別途不定期で重複して電話やメ

ール等で同様の依頼をされている。地方整備局道路部からの依頼に対しては、「公共事業等の事業に係る契約

及び支出の状況の報告について」で提出している数字を基に、別様式で作成・回答しなければならず、数字の整

合性の確認や決裁等、事務手続に関する業務量が増えている状況である。 

また、総務省自治財政局より四半期毎の公表を目的とした「公共事業等の事業計画及び事業施行状況等に係

る調査」が県財政部局に依頼されており、令和３年度から調査様式が簡素化されるなどしているが、同様に公共

事業等に関する執行状況調査が依頼されている。当該調査についても、国土交通省調査と内容が重複している

部分が多く、業務負担の増加に繋がっている。さらに、令和４年度の国補正予算に関しては、内閣府から地方整

備局を経由し執行状況のフォローアップ調査と称し、補正予算だけに特化した予算執行状況調査（契約時期見

込み等）が行われている。 

以上のように、上述の調査において回答内容に重複する事項（予算額、契約額、支出額、繰越額等）も多いた

め、重複して調査を行う必要はないと思われる。特に、地方整備局道路部からの依頼については、既に地方整

備局総務部会計課に対して回答している内容について再度回答を求めるものであり、調査の必要性は低いと考

える。したがって、都道府県における業務を効率化するため、重複する調査の廃止を含め、調査事項及び調査

頻度を真に必要な最小限度にするよう簡素化すること及び調査主体を一元化することを求める。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

各府省庁からの調査への回答に係る業務の効率化が図られる。 

 

根拠法令等 

昭和 42 年５月１日付蔵計第 946 号「公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の報告について」 

令和４年６月 17 日付国官会第 7993 号「令和４年度公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の報告につ



いて」 

上記調査のため、地方整備局が上乗せで行っている事業執行状況調査 

総財務第 40 号令和２年４月 28 日付「公共事業等の事業執行計画及び事業執行状況等に係る調査について

（依頼）」 

令和５年１月 10 日付内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付参事官（経済対策・金融担当）事務連絡「「物価

高克服・経済再生実現のための総合経済対策」の全事業の進捗状況調査について（依頼）」 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岩手県、福島市、茨城県、小山市、高崎市、川崎市、横須賀市、浜松市、寝屋川市、奈良県、広島市、吉野川

市、高知県、熊本市 

 

○類似した照会内容ではあるにもかかわらず、書式や記載方法、単位等の詳細部が異なるため、照会ごとに回

答の仕方（考え方）を変える必要があり、各照会の整合性をとるために時間を要している。 

 

各府省からの第１次回答 

【内閣府】 

内閣府の調査は、経済対策の早期実行、進捗管理の徹底のため、各省庁に対して、経済対策・補正予算の全

事業（約 1,300 事業）の進捗状況や進捗見込みの把握を求めているものである。 

これまでにも、各省庁が既存調査の結果を活用して内閣府に回答することを可能とする等、効率的な調査の実

施を図ってきたところであり、今後も地方公共団体の負担に配慮して調査を実施してまいりたい（既存調査の活

用が可能であることの更なる周知等）。 

【総務省】 

本調査については、「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」を踏まえ実施しているものであり、今後も継続し

て行うことが必要であると考えているところ。 

そうした中、今回の提案を踏まえ、関係省庁に対して調査結果を提供することも可能であると考えている。 

本調査については、令和３年度に簡素化を図ったところであるが、今後とも簡素化に向け、調査の見直しを検討

してまいりたい。 

【財務省】 

本内容の提案は、令和３年度の提案募集において同種の提案があり、本件も当省（財務省）において実施して

いる昭和 42 年５月１日付蔵計第 946 号「公共事業等の事業に係る契約及び支出の状況の報告について」（以

下、「公共事業等施行状況調査」という。）の調査自体に対する指摘ではなく、「財務省から各府省庁へ、各府省

庁から地方へ調査依頼がなされているが、各府省庁からの調査依頼の内容は重複する部分が多く、地方の業

務増加に繋がっている」との指摘と認識しているのですが当方の考えに齟齬はございますでしょうか。 

【国土交通省】 

重複する項目については、調査の効率化に向けた調整等を実施する。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 68 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

住民基本台帳ネットワークシステムにおける本人確認情報に係る「プッシュ型通知」の導入 

 

提案団体 

東京都 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

総務省自治行政局住民制度課を事務局として実施された「デジタル時代における住民基本台帳制度のあり方に

関する検討会」において検討された「プッシュ型通知」を実現すること 

 

具体的な支障事例 

【現在の制度】 

地方税のうち、固定資産税・自動車税等本人からの申告を伴わない「賦課税目」については、課税庁において住

所、氏名等の「本人確認情報」を住民票等の公簿情報で把握した上で、納税通知書の発送等を行う必要があ

る。その際、都道府県では最新の公簿情報を保有していないことから、主に住民基本台帳ネットワークシステム

（以下、「住基ネット」という。）により取得しているが、現行の法令では公簿情報は国・地方団体等からの求めに

応じて提供することとされており、異動の有無を把握するために最新の公簿情報を都度請求している。 

【支障事例】 

（１）納税者からの申請受付時に本人確認を行う際、都道府県が把握している住所情報と異なる場合は、住所履

歴を確認する等納税者・都道府県双方に手間が生じる。 

（２）上記に関連して、納税者情報が最新のものでない場合、納税通知書の郵便返戻が多発し（都の固定資産

税約 1.4 万件/年、自動車税（種別割）約 1.2 万件/年等）、住所調査業務等の負担が生じている。そのほかの滞

納整理事務等と合わせて、都では年間数万件の住民票の公用請求を区市町村に対して行っており、都道府県・

区市町村双方に作業負担が生じている。 

（３）都道府県の税務システム等においては、納税者情報とマイナンバーの紐づけがなされず、住所等も自動で

は更新されないため、同一人物がシステム内で別人として扱われる結果、納税者は庁内の複数部署から、同一

内容の書類（戸籍謄本、口座情報等）を提出するよう要求されるケースが発生している。 

（４）市町村の固定資産税課税事務等においても、いわゆる「住登外」（納税義務のある自治体と住民登録のあ

る自治体が異なるケース。）の納税者に対して、最新の公簿情報を取得できない点は都道府県と同様である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都道府県においても最新の公簿情報を取得できることで、納税者の利便性向上と行政の効率化が実現するほ

か、納税者情報とマイナンバーの紐づけが容易になることで、バックオフィス連携によるワンスオンリーへの対応

や現在総務省の WG で議論を進めている処分通知（納税通知書等）の電子化等、行政のデジタル化を強力に

推し進めることができる。 

また、この制度改正は都道府県のみならず区市町村における「住登外」への対応に活用でき、全ての地方公共

団体に対して効果が見込まれる。 

 

 



根拠法令等 

住民基本台帳法第 30 条の 10、第 30 条の 11、第 30 条の 12 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、大田原市、今治市 

 

○当市においては、固定資産税等の納税義務者が市外に居住している場合（住登外）、本人等からの届出によ

り住所変更等を知ったときには、住所地の自治体に住民票等の公用請求を行って適正な宛名情報の管理に努

めているため、確認までに時間を要し、かつ相手方と当方双方の職員の負担になっている。また、本人等からの

届出が無い場合には、死亡等の事実も把握できないため、マイナンバーの紐づけにより最新の情報を取得する

ことができるようになれば、宛名情報の管理だけでなく、納税通知書等の返戻に係る業務負担も軽減される。 

 

各府省からの第１次回答 

住民基本台帳ネットワークシステムには、即時に本人確認情報の照会が可能な機能、複数の対象者の本人確

認情報の一括照会が可能な機能、氏名・生年月日・性別・住所の４情報からマイナンバーを照会する機能等が

実装されており、いずれの支障事例についても対応可能と考えられます。なお、ご提案については、ニーズや費

用対効果などを踏まえて検討されるべきものと考えます。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 71 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

年賀寄付金配分事業申請に係る都道府県知事等の意見書の添付を不要とすること 

 

提案団体 

千葉県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

お年玉付郵便葉書等の寄付金による助成を受ける団体が申請をする際の添付書類として提出が求められる都

道府県知事等の意見書の提出を不要とする。 

 

具体的な支障事例 

お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令では、団体が助成申請をする際の添付書類として、都道府県知事等

の意見書の提出が求められている。 

①意見書には、申請団体の事業内容が、法律に定める 10 の事業に該当する旨を記載することとなっているが、

申請書類中の定款等を確認することで、日本郵便が判断できる内容であると考えられ、実際に日本郵便におい

て適格性の審査を行っている。また、配分団体の決定等の認可をする総務省においても、法第 11 条に基づき

事業を所管する大臣に協議を行うこととなっている。申請の適法性の確認を目的とした手続きが重複しており、

都道府県知事等が意見する必要性に乏しい。 

②意見書には、申請団体の事業実施に関する経験や信頼度等について記載を歓迎するとなっているが、民間

による自発的な社会貢献活動について、行政が評価することは難しい。 

③実情として、日ごろから県と関わりのない団体からの申請が多いため、団体からすると行政の窓口がどこかわ

かりづらい。また、各事業担当課において事業内容等の聴取に時間を要し、申請を断念する事例が発生してい

る。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

団体は、都道府県知事等の意見書が不要とされることで、申請が促進される。 

 

根拠法令等 

お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令第２条第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

- 

 

- 

 

 



各府省からの第１次回答 

お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令第２条第２項で「都道府県知事の意見書」を求めている理由は、日本

郵便が選定し、また、総務大臣が認可するに当たって、配分申請団体の目的、事業内容等、また配分申請団体

の行う事業がお年玉付郵便葉書等に関する法律に規定する寄付目的に合致しているかを適正かつ容易に審査

できるようにするためである。 

したがって、各事業分野における国の方針に反するものでないか等を確認するための事業所管大臣への協議と

は目的・理由が異なり、重複するものではない。 

意見書については、都道府県において把握できる範囲の情報に基づき作成いただくことを想定しており、具体的

には、 

・当該団体に対し都道府県から業務委託や助成等が行われているなど、都道府県の施策と関連する事業につ

いて本件申請がされている場合には、その事情も踏まえて事業の必要性や課題・当該団体の事業実施状況等

についての意見を、 

・それに当たらない場合は、当該団体の事業の種類について、都道府県に届け出られた定款等の書類により確

認したという旨を、 

記載していただくことを想定している。 

なお、日本郵便は、意見書の作成例やＱ＆Ａを同社 HP に掲載すること等により意見書のスムーズな発行・取得

をサポートしている。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 91 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

条例公布時の長の署名における電子署名による方法の追加 

 

提案団体 

横浜市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

条例の公布の際の長の署名について、地方議会における会議録の例と同様に、電子署名による方法も可能と

するよう関係法令の改正を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

地方自治法第 16 条第４項は「当該普通地方公共団体の長の署名（略）は、条例でこれを定めなければならな

い。」としており、条例公布時には長の署名が必要となるが、ここでいう「署名」とは自署をいうとされ、電子署名

は認められていない。 

なお、地方議会については、電磁的記録で作成された会議録への電子署名が既に認められている状況である

（地方自治法第 123 条、地方自治法施行規則第 12 条の２の２）。 

【支障事例】 

当市では、原則として、文書事務を文書管理システムを用いて電子的に行っているが、条例公布に係る事務に

ついては、長の自署を要することから、紙を併用せざるを得ず、電子的に処理が完結できない状況である。（当

市において、当該システム上で電子的に処理が完結できない唯一の事務手続となっている。） 

地方公共団体には、デジタル社会形成基本法第 14 条において、「基本理念にのっとり、デジタル社会の形成に

関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、

及び実施する責務」が課されているとともに、「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画【第 2.0

版】 総務省 令和４年９月２日」において、デジタル技術や AI 等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行

政サービスの更なる向上に繋げていくことが求められているところ、条例の公布に係る事務手続については、こ

れらの責務や要請に十分応えることが困難な状況と考えられる。 

【支障の解決策】 

条例公布時の長の署名について、自署による方法だけでなく、電子署名による方法が認められれば、当市で

は、システム上で処理を完結することが可能となり、完全な電子化が行えることとなる。 

【制度改正の必要性】 

当市では、年間 56 件（令和３年度実績）の条例の制定改廃に係る公布を行っているが、条例の公布は、全国に

約 1,800 ある地方公共団体全てで行われる手続であり、全国的な影響は大きいものと考えられる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【制度改正の効果】 

デジタルガバメントの実現が求められる中で、条例公布の際の長の署名に関し、電子署名による方法が認めら

れれば、条例の制定改廃に係る公布の事務手続を電子的にシステム上で完結させることが可能となり、業務の

効率化につながる。 



なお、当市においては、文書管理システムによる文書起案に関し、紙を併用しない完全な電子化が実現できるこ

ととなる。 

 

根拠法令等 

地方自治法第 16 条第４項、公告式条例準則及び地方自治法第一六条関係質疑応答集送付について（昭和 25

年７月 14 日自行発第 129 号 各都道府県総務部長あて地方自治庁行政課長通知） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

山形県、福島市、埼玉県、加須市、府中市、兵庫県 

 

○当県でも、文書の管理は、文書管理システムでの電子的管理が原則となっているが、条例公布に係る事務に

ついては、長の自署を要することから、紙の併用による処理を行っている。 

現在の文書管理システムには電子署名を付す機能がないため、電子署名による方法が認められた場合でも、

直ちに完全な電子化が実現できるわけではないが、令和７年度稼働予定の次期文書管理システムには電子署

名の付与機能が供えられる予定である。条例公布時の長の署名について、電子署名による方法が認められれ

ば、システム上で処理を完結することが可能となり、電子化が実現できる。 

○現在、当市においても、文書事務は文書管理システムを用いて電子的に行うことを原則としているが、条例公

布に係る事務については、地方自治法第 16 条第４項の規定により、長の自署を要することから、紙を併用せざ

るを得ず、電子的に処理ができない状況にある。 

 

各府省からの第１次回答 

地方自治法第 16 条第４項に規定する長の署名（自署）は、①公布されるべき条例の原本を確定させる機能と、

②将来にわたって条例原本の真正性を確保する機能を有するものと考えている。これらは国においても概ね同

様であり、憲法第 74 条の規定により法律・政令に内閣総理大臣等が署名するほか、その公布文には御名御璽

と内閣総理大臣の副署が記されている。  

条例は、類例として提示されている地方議会の会議録とは異なり、特に刑罰を含めて住民に義務を課し、又は

権利を制限する地方公共団体の自主立法という性格を有するものである。 

したがって、その原本の真正性に関し、全ての住民が確認可能であることが要請されることから、現行の自署が

果たす機能を電子署名が代替し得るのかという点については、上記の法律や政令における署名等の取扱いを

踏まえて、慎重に検討する必要があると考えている。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 93 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

子ども子育て支援事務（教育・保育等の給付）におけるマイナンバーによる税情報連携項目の追加 

 

提案団体 

横浜市 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、デジタル庁、総務省 

 

求める措置の具体的内容 

教育・保育給付認定、施設等利用給付認定に関する事務手続において、対象児童の父母及び扶養義務者の住

民税課税情報のうち、地方税情報の「本人該当区分：同一生計配偶者」について、マイナンバーによる情報連携

を可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

保育料の決定（教育・保育給付認定、施設等利用給付認定）に関する事務手続きにおいて、対象者の住民税課

税情報をマイナンバーによる情報連携を行う際、現行のデータ標準レイアウトでは、「本人該当区分：同一生計

配偶者」が取得できない。 

市民税のかからない被扶養者は税の申告義務がなく、マイナンバー連携では連携項目が限られるため必要な

情報が得られない。そのため、申告義務がないにもかかわらず、算定のため、被扶養者には、税申告や紙の課

税証明書の提出を行ってもらう必要がある。算定のため課税証明書の提出がされない場合、技術的助言（自治

体向け FAQ）のとおりいったん利用料を最高階層とするが、住民はマイナンバーの提出で税情報を提供してい

る認識であり、住民の理解を得られない。 

被扶養者のうち同一生計配偶者であれば、所得割非課税(収入 100 万円まで)もしくは収入 100～103 万円に該

当する所得割課税額であると推定することができ、より実態に近い階層区分で利用料を決定することができる。

（※技術的助言（自治体向け FAQ）では、推計による保育料決定が認められている） 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

住民にとっては税申告の手間や紙資料の提出などがなくなり住民のサービスが向上するとともに、保育料が最

高階層にならず経済的な負担がなくなる。 

また、市町村にとっては手続きの簡略化、事務の効率化につながる。 

 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第 19

条第８号、別表第２の 116 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省令で定める事

務及び情報を定める命令（平成 26 年内閣府・総務省令第７号）第 59 条の２の２ 

子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 27 条～第 30 条 

 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、旭川市、仙台市、千葉市、川崎市、相模原市、新潟市、長野県、浜松市、沼津市、小牧市、草津市、大

阪市、枚方市、熊本市、鹿児島市 

 

○当市ではマイナンバーによる情報連携が必要となるケース(保育料算定年度、市外に居住している場合）は、

必ず保護者に課税証明書の提出を求めている。 

○当市でも同様の事例があり、保護者に対し、税申告や課税証明を依頼し、保護者の負担となっている。 

○同一生計配偶者の欄がないため、課税証明書等の添付書類が必要となってしまう。 

○近年、各種福祉、子育て、就学関連の施策において、一般的な所得証明書の記載事項を超える該当要件（課

税標準、税額控除等の額、本人該当区分など）を用いる事案が増えているが、本件に限らず、情報連携ができ

ないケースにあっては、引き続き所得証明書の提出が求められるため、記載事項の追加依頼などの対応に苦

慮している。また、本来、市町村の事務でこうした項目を必要とする場合は、申請者に証明書提出の負担を求め

る手法ではなく、本提案のとおり、本人の同意（マイナンバーの提出等）に基づき、事務の所管部局が情報連携

により必要な調査を行うことが妥当であると思料することから、提案事項に賛同する。 

○マイナンバー照会をしても照会結果が不明のため、保護者に課税証明書の提出を求めたり、他自治体に問い

合わせをしたりと、保護者にとっても自治体にとっても事務処理の負担や経費の負担が大きくなっている。 

 

各府省からの第１次回答 

地方税関係情報に係る情報連携については、連携する情報に関して、全国統一で当該情報を必要とする明確

な根拠が必要とされており、かつ、当該情報連携により必要な情報を得られることが明白である必要がある。 

「同一生計配偶者」については、地方税情報上本人該当区分が同一生計配偶者に該当したとしても、当該事由

をもって税の未申告者ではなく市町村民税非課税者であることは確定できないため、「同一生計配偶者」は、未

申告者か市町村民税非課税者かの判別のために必要な情報が得られるとは限らず、全国統一で必要な情報が

特定できないため、連携項目として設定することは困難である。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 119 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」の適用除外となる調達契約の範囲の

見直し 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、外務省 

 

求める措置の具体的内容 

「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」の適用除外となる調達契約の範囲の

見直し（再エネ電力の調達契約の適用除外化） 

 

具体的な支障事例 

資源エネルギー庁など国も呼びかけている再エネ電力の地産地消を進めるため、当市の公共施設に市内産の

再エネ電力を導入しようとしているが、「政府調達に関する協定（ＷＴＯ政府調達協定）」では産地の指定を禁じ

ていることが障害となっている。そのため、再エネ電力の調達について適用除外化を求める。 

※なお、「地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令」においては、中核市の経営

する電力事業に係る調達契約のみ WTO 特定調達の適用除外とされている。 

第五次環境基本計画（平成３０年４月 17 日策定）の「重点戦略設定の考え方」においては、持続可能な地域づく

りとして、各地域がその特性を活かした強みを発揮し、地域ごとに異なる資源が循環する自立・分散型の社会を

形成する「地域循環共生圏」を創造していくことを目指すとしており、例えば、地域におけるバイオマスを活用した

発電・熱利用は、化石資源の代替と長距離輸送の削減によって低炭素・省資源を実現しつつ、地域雇用の創

出、災害時のエネルギー確保によるレジリエンスの強化といった経済・社会的な効用をも生み出すとされてい

る。 

また、同計画において、環境保全に係る各種施策の基盤となる施策としても、持続可能な地域づくりのための地

域資源の活用と地域間の交流等の促進に向け、自立・分散型エネルギーシステムの有効性が認識されたことを

踏まえ、モデル事業の実施等を通じて、地域に賦存する再生可能エネルギーの活用、資源の循環利用を進める

とされている。  

第六次環境基本計画に向けた基本的事項に関する検討会（第３回：令和５年２月 13 日）においても、第五次環

境基本計画の中で謳われていた「地域循環共生圏」の考え方を引き継ぎ、エネルギーの地産地消やレジリエン

スの強化などの検討を行っているところと聞いている。 

「地方公共団体における分散型エネルギーインフラ事業の実現に向けたハンドブック（令和２年 11 月）」におい

ても、分散型の地域エネルギーシステムを構築することで、持続可能な地域社会を目指すとされている。 

都道府県財政課長・市町村担当課長会議（令和５年１月 23 日開催）で総務省自治財政局長が、「自治体のエネ

ルギー、今、エネルギーが高くなっているので、自分たちでつくり、省エネ、なるべく自分たちで地産地消で賄うと

いう方向にかじを切ってもらいたいというのがわれわれの意図だ。」とも発言されている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

再エネ電力の地産地消を促進し、自立・分散型エネルギーシステムの構築に寄与することによる、持続可能な

地域づくりへの貢献（再生可能エネルギーの普及拡大、脱炭素社会の実現、地域雇用の創出、災害時レジリエ



ンスの強化等） 

 

根拠法令等 

政府調達に関する協定（ＷＴＯ政府調達協定） 

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、盛岡市、相模原市、山梨県、浜松市、熊本市 

 

- 

 

各府省からの第１次回答 

ＷＴＯ政府調達協定を含む我が国が締結済みの国際約束は、他の締約国との間で合意したものであり、我が国

はその内容を遵守する国際法上の義務を負っている。その誠実遵守は憲法上の要請でもある（98 条２項）。我

が国が締結した国際約束を国内的に実施するため、特定調達契約に関し、入札参加者の事業所の所在地に関

する資格を定めることができないことについては、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を

定める政令（平成７年政令第 372 号）において地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）の特例として規定

しており、また、産地の特定の禁止については、自治省行政局行政課長通知（平成７年自治行第 84 号）におい

て地方公共団体に対し技術的な助言を行っているところである。御提案の趣旨は、ＷＴＯ政府調達協定等の対

象となる特定調達契約の範囲から、「再エネ電力」を除外することを求めるものであるが、当該調達契約の範囲

については、我が国が締結済みの国際約束に基づいて定められたものであるため、我が国の一存で変更する

ことができるものではない。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 121 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 05_教育・文化 

 

提案事項（事項名） 

地方自治法に定める歳入歳出外現金に学校徴収金を含めること 

 

提案団体 

指定都市市長会 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、文部科学省 

 

求める措置の具体的内容 

学校徴収金の徴収・管理業務を地方自治体が行うことに係る歳入歳出外現金の対象範囲の拡大 

 

具体的な支障事例 

学校給食費（以下、給食費）については、学校ではなく地方自治体が徴収・管理を行うことによる教職員の負担

軽減などを目的として、文部科学省から「学校給食費徴収・管理に関するガイドライン」が通知されている。同通

知では、給食費以外の教材費、修学旅行費等の学校徴収金（以下、学校徴収金）についても徴収・管理などを

地方自治体の業務とすることなどを求められているが、全国の地方自治体では、給食費については公会計化を

行うことで地方自治体による管理・徴収が進んでいるものの、学校徴収金については地方自治体による徴収・管

理の事例は多くなく、公会計化を行った事例はほとんどない。 

そのような状況の中、当市では、学校現場の負担軽減や会計の透明性向上、市民サービスの向上などを目的

に、令和７年度の給食費の公会計化を目指して検討を進めているが、一方、学校徴収金については、公会計化

等の検討は様々な課題があり、他都市と同様に進んでいない。 

給食費の公会計化の制度設計を進める中で、これまでと同様に給食費とあわせて学校徴収金を保護者から地

方自治体の口座へ一旦入金してもらうことを想定していたが、地方自治法第 235 条の４の規定に基づくと、学校

徴収金については地方自治体が保管することができず（地方自治体の口座へ入金できない）、給食費とは別に

保護者が学校長口座へ直接入金する仕組みとせざるを得ないことが課題として指摘されたところである。このま

までは給食費の公会計化により、給食費と学校徴収金それぞれについて保護者に口座振替の手続きを二重で

求める仕組みとせざるを得ず、また、これまで行っていた一括での口座振替・入金ができなくなるなど、市民サー

ビスの低下につながる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

給食費と学校徴収金について、地方自治体があわせて法的根拠に基づき徴収・管理することが可能となり、保

護者はこれまでどおり、給食費と学校徴収金を一括で口座振替等により支払うことができる。これにより給食費

の公会計化による市民サービスの低下を防ぐことができる。 

また、こうした市民サービス低下の懸念から給食費の公会計化に踏み切れなかった地方自治体が公会計化を

進められるようになり、学校・教職員の負担が軽減されるほか、子ども達に向き合う時間の確保や新たな教員の

確保促進につながることで、持続可能な教育体制の構築に寄与する。 

 

根拠法令等 

地方自治法第 235 条の４、地方自治法施行令第 168 条の７、地方自治法施行規則第 12 条の５ 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、羽後町、茨城県、千葉市、相模原市、浜松市、岡山県、熊本市 

 

○当市については令和６年４月より学校給食費を公会計化する予定。学校徴収金に関しては今後公会計化を

検討していくことになるが、地方自治法第 235 条の４により、学校徴収金を地方自治体の口座へ入金できないこ

とから、保護者に口座振替の手続きを二重に求めることになってしまうため、制度を改正しない以上、課題が残

ってしまう形となる。 

○給食費は公会計化、学校徴収金は私会計のため、口座振替依頼の申込はそれぞれに記入いただき、提出を

お願いしており、保護者は同様の書類を二重に記入する必要がある。 

 

各府省からの第１次回答 

保護者等の負担する学校徴収金を歳計現金とするかどうかについては各地方公共団体において判断されてい

るところであるが、文部科学省としては、学校徴収金については公会計化に向けた取組を進めるべきであると考

えている。 

なお、必ずしも保護者に口座振替の手続きを二重で求める必要はなく、教育委員会が銀行と連携し、学校給食

費や学校徴収金を、単一の保護者口座から地方公共団体の口座、学校長の口座等にそれぞれ振替を行ってい

る地方公共団体もある。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 134 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

署名用電子証明書の失効要件の緩和等 

 

提案団体 

特別区長会、郡山市、高知県 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、総務省 

 

求める措置の具体的内容 

現行制度では、住所異動等に伴い住民票の内容に変更があった場合、署名用電子証明書が失効するが、署名

用電子証明書に住民票変更内容を自動的に反映すること等により、当該証明書に最新の住所等の情報が書き

込まれている状態を担保しつつ、失効せずに引き続き利用することができるよう、失効要件の緩和及び住民票と

署名用電子証明書を連動するためのシステム改修等必要な措置を講じていただきたい。 

なお、昨年度において、マイナンバーカードの更新等について、市区町村の窓口を介さず、マイナポータル等で

手続きが可能となるよう、他団体より提案があったところだが、当該議論に本件も併せて検討していただき、必

要な措置を講じていただきたい。 

 

具体的な支障事例 

マイナンバーカードの普及により、住民の異動に伴う券面更新や券面満欄による再交付、暗証番号の再設定、

電子証明書の更新など、マイナンバーカードに関する手続数が増加しており、今後も増加していくことが想定さ

れる。この内、住所異動等に伴い、住民票の内容に変更があった場合は、電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律第 12 条及び第 15 条の規定により、署名用電子証明書は失効するこ

ととなっている。署名用電子証明書が失効となった対象者については、再度窓口にて手続を行わなければなら

ず、手続に係る負担が大きい。※当区では、住民票の内容変更に係る令和４年度窓口受付件数（署名用電子

証明書失効対象）は、約 48,000 件である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

住所異動等があっても署名用電子証明書が失効せず引き続き利用できるようになることで、再設定手続の必要

がなくなるため、住民の利便性の向上、地方公共団体の事務負担軽減につながると考えられる。 

 

根拠法令等 

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律第 12 条、第 15 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、旭川市、盛岡市、宮城県、仙台市、羽後町、いわき市、小山市、前橋市、三郷市、千葉市、小平市、浜

松市、豊橋市、半田市、高槻市、八尾市、富田林市、寝屋川市、西宮市、倉敷市、井原市、東温市、八女市、熊

本市、宮崎市 

 

○署名用電子証明書を失効及び発行することにより、手続きの時間が長くなっている。暗証番号がわからない



場合は暗証番号の再設定手続きをすることになるのでさらに事務手続きが増えている。 

○住民異動等について、マイナンバーカードを所持している方が待ち時間や手続きの負担が多く、またマイナン

バーカードの取得率が上がるほど自治体の事務負担も増えている。 

○当市では、住民異動により自動で署名用電子証明書が失効するところ、その認識を持たない住民が一定数

存在しており、電子サービスを利用した際に初めて失効していることに気付くケースが散見される。そのため、署

名用電子証明書が自動失効する理由及びマイナンバーカード関連手続の煩雑さ等に関するクレームが多発し

ており、対応に苦慮している。 

○住所異動を代理人が行った場合、電子証明書の更新は、本人あるいは本人宛に送付した回答書がないと行

うことができず、お客様の負担となっている。電子証明書と住民票を連動し、失効することがないような措置を講

じていただくことで、窓口及びお客様双方の負担軽減に繋がる。 

○併せて電子証明書一時停止解除時における署名用電子証明書失効の必要性についても、個人番号カードの

一時停止時に署名用電子証明書の不正利用の可能性が回避され、安全性が担保されるため、当該失効要件

の緩和について検討していただきたい。 

○世帯員が複数の世帯が住民異動届出する際は、専らその世帯の代表者１人が来庁して手続きを行う。異動し

た世帯員全員がマイナンバーカード（以下「カード」という。）を持っている場合、住民異動届に伴い失効した署名

用電子証明書の発行申請は来庁した代表者が行うことはできないことから、保有者が手続きすることとなるが、

来庁していない場合は後日来庁を求め、代理人が手続きする場合は照会兼回答書の持参により再来庁を求め

る必要がある。カードの利便性への期待が上昇している昨今、カードを持っているが故、世帯員全員の来庁が

必要になることへの理解や、カードを持っていなければ１回の来庁手続きで済んでいたところが、カード持ってい

ることで再来庁が必要なケースが発生している等、手続き負担が増加している状況では住民理解が得にくい。 

○署名用電子証明書の再設定自体は、スムーズにいけば１件５～10 分ほどでできる作業ではあるが、手続き

する市民が、署名用電子証明書の暗証番号を失念しているケースも少なくなく、その場合、暗証番号の再設定

を行う必要があり、さらに 10 分程度の時間を要している。本提案が採用されれば、特に住民異動の繁忙期など

に、相当の事務負担の軽減と混雑緩和が期待できる。 

○マイナンバーカードの所有者が増加しており、住民異動等に係る署名用電子証明書の失効に伴う、新規発行

の手続き件数が増加している。今後も人口の約８割りが所有するようになり、署名用電子証明書を利用するシー

ンが拡大すれば、一層の負担増となる。 

○住所異動等に合わせ、署名用電子証明書が失効することによる事務負担は、市民、地方公共団体双方に大

きいと考えられ、当市においても繁忙期における住民窓口の混雑の一因となっている。転入、転居の手続きの

効率化やオンライン化の大きな足枷となっていると考える。 

○具体例を挙げると、同一世帯の妻が夫のマイナンバーカードを持参し、券面記載事項変更を行ったが、署名

用電子証明書については手続きができないということがある。この場合、市民へ「券面上の更新は終わっている

が、署名用電子証明書は失効していること」を説明する必要があり、また、市民からもなぜ一緒にできないのか

とご意見をいただくことも多い。行政での負担減・市民の利便性増のためにも、失効要件の緩和及びシステム改

修等の措置を講じていただきたい。 

○せめて転居については失効しないように緩和していただきたい。また、オンライン化についても是非検討して

いただきたい。 

○当市でも、マイナンバーカードの普及により、住民の異動に伴う券面更新や券面満欄による再交付、暗証番

号の再設定、電子証明書の更新など、マイナンバーカードに関する手続数が増加している。手続数の増加によ

り、職員の事務負担の増加や来庁者の待ち時間の長期化といった影響がある。 

○住所異動により署名用電子証明書が失効し、再発行に一定の事務負担が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

署名用電子証明書は、オンラインで安全・確実に本人確認ができるデジタル社会の信頼の基盤となるツールで

あり、氏名、出生の年月日、男女の別、住所の記録事項について、改ざんされないような措置が採られているた

め、住所異動があった場合も含めて、自動で住所を書き換えることができません。 

したがって、住所異動等があった場合には、古い住所等が記録された署名用電子証明書は失効させ、新しい住

所等が記録された署名用電子証明書を新たに発行する必要があるため、ご提案の「失効要件の緩和」について

は実現が困難です。 

なお、ご提案の「マイナンバーカードの更新等について、市区町村の窓口を介さず、マイナポータル等で手続き

が可能」については、「令和４年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和４年 12 月 20 日閣議決定）にお

いて「更新時における本人確認をオンラインにより実施することについては、国際的な基準や行政サービス等に

おけるデジタル化の状況、技術開発の進展等を踏まえつつ、引き続き検討する」としているところです。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 137 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 03_医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

課税情報を虐待リスクのデータ分析に活用できるようにすること 

 

提案団体 

広島県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

こども家庭庁、デジタル庁、総務省 

 

求める措置の具体的内容 

地方公共団体の関係部局が分散管理している各種データを分野横断的に連携させ、潜在的に支援が必要なこ

どもや家庭を早期に発見し、予防的な支援を行うために、市町村において、本人同意を得ることなく個人住民税

課税台帳情報の内部利用を可能とすること。 

 

具体的な支障事例 

当県では、令和元年度から、こどもの育ちに関係する様々なリスクを表面化する前に把握し、予防的な支援を届

けることにより、様々なリスクからこどもたちを守り、こどもたちが心身ともに健やかに育つことを目的として、ＡＩを

活用したリスク予測などを参考に予防的な支援を継続的に行う仕組みを構築する「こどもの予防的支援構築事

業」を県内のモデル市町と進めてきたところである。令和４年度については、デジタル庁の「こどもに関する各種

データの連携による支援実証事業」の採択も受け、潜在的に支援が必要なこどもや家庭の早期発見、予防的な

支援につなげる際の課題等の検証にも参加している。 

本事業に係る課題として、税情報については、児童虐待と家庭の経済的な状況との強い相関があるという研究

が複数あり、より詳細なリスク分析のために課税情報を活用したいが、地方税法で守秘義務の解除が厳しく制

限されている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

児童の福祉のために課税情報が使用可能となることで、児童虐待などのリスク予測について、課税情報も踏ま

えた詳細な分析が可能となり、生活保護や児童扶養手当など、すでに経済的支援を受けている家庭だけでな

く、今後経済的困窮に陥る可能性のある家庭の早期把握につながると考えている。 

 

根拠法令等 

地方税法第 22 条、児童福祉法第 10 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、茨城県、長野県、京都府、笠岡市、高知県 

 

○令和６年度から施行される改正児童福祉法では、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してき

ている状況等を踏まえ、要保護児童等への包括的かつ計画的な支援の実施の市町村業務への追加、市町村

における児童福祉及び母子保健に関し包括的な支援を行うこども家庭センターの設置の努力義務化など、市町

村における取組が拡充されたところである。第一義的な児童家庭相談窓口となっている市町村においては、児



童虐待のみならず、ヤングケアラーや子育てに困難を抱える世帯の早期発見・把握は重要であることからデー

タ連係は有用であると考えられる。 

 

各府省からの第１次回答 

地方税に関する情報に対し、地方税法により課せられている守秘義務は、税務行政に対する信頼性を担保する

に当たり極めて重要なものであり、当該情報の提供・利用について法令で規定されていることが必要であり、当

該情報の利用が真に必要であると認められる場合を除き、解除することが許されない。 

本提案で求められているように、児童虐待のリスクの有無が定かでない者やリスクが低い者を含むあらゆるこど

もや家庭を対象として、児童虐待リスクを判定するための材料の一つとして地方税に関する情報を利用すること

は、上記のような守秘義務を解除する要件を十分に満たしているとは認めがたいと考える。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 139 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

 

提案事項（事項名） 

既存の計画を離島振興計画と位置付けることを可能とすること等 

 

提案団体 

広島県、宮城県、愛媛県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 

 

求める措置の具体的内容 

離島振興計画の記載事項を全て包含する他の計画を既に策定している場合には、当該計画を離島振興計画と

位置付けることができるように法令上の対応をし、又は運用を見直す。 

既存計画が離島振興計画の記載事項を全て包含していない場合には、当該記載事項を別に取りまとめることに

より記載事項を充足することが可能となるように法令上の対応をし、又は運用を見直す。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

離島振興法により、離島振興対策実施地域の関係都道府県は、離島振興計画を定めるよう努めるものとされて

いる。 

なお、離島振興計画の策定は、離島振興法上義務ではなく努力義務とされているものの、計画を策定しない場

合、補助金の嵩上げが適用されない（社会資本整備交付金）又は補助金が交付されない（離島活性化交付金）

ほか、企業誘致等に向けた課税免除が適用できないことから、事実上策定義務があるのと同等の状態となって

いる。 

【支障事例・制度改正の必要性】 

当県は県中山間地域振興条例に基づき県中山間地域振興計画を策定しているところ、当県において離島振興

計画の対象となる離島地域は全て中山間地域に含まれることから、離島振興計画に記載する離島地域の振興

施策については県中山間地域振興計画において定めており、両計画の内容は重複している。 

当県においては、離島振興計画策定に７か月を要し（個別の策定作業別に分けると、指定群島別の市町計画の

調整作業に３か月、計画総論部分に対する県関係局等との調整に３か月、全体調整に１か月を要した）、既存

の計画である県中山間地域振興計画と内容が重複する離島振興計画の策定・変更に関する事務負担が、当県

及び当県に属する市町において発生しており、非効率な計画策定事務となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

既存計画を活用することにより、離島振興計画の策定・変更に係る都道府県・市町村双方の事務負担が軽減す

る。 

計画の策定・変更手続の負担が軽減された分を、離島振興に係る具体的な施策に充てることにより、離島地域

の振興・住民サービスの向上に繋げることができる。 

 

根拠法令等 

離島振興法第４条第１項 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

島根県、高知県 

 

○当県においても、現行の離島振興計画に記載する振興施策は、まちひとしごと創生総合戦略のほか、産業振

興計画や健康長寿県構想、教育基本計画といった県の基本計画に規定する内容と重複しており、本提案の実

現により、事務負担の大幅な軽減につながる。 

 

各府省からの第１次回答 

離島振興法（以下「法」という。）は、離島が他の地域に比較して厳しい自然的社会的条件にあることに鑑み、法

の目的（離島の自立的発展の促進、島民の生活の安定及び福祉の向上、地域間の交流促進、離島の無人化

や離島における著しい人口減少の防止、離島における定住の促進等）を達成するため、公共事業の補助率の

嵩上げ、交付金等の交付など、離島の振興のための特別の措置を規定している。これらの特別の措置は、関係

都道府県が作成する離島振興計画に基づく事業に対して講じられるものであり、特別の措置を受けようとするの

であれば、離島の振興に必要とされる事業を明確化する上で、離島振興計画は作成される必要がある。 

離島振興計画を定める場合には、関係都道府県は、国が定める離島振興基本方針（以下「基本方針」という。）

に基づき、離島振興対策実施地域（以下「離島地域」という。）について定めるとされている。前述のとおり、離島

振興計画は、国が講じる特別の措置の根拠となるものであるから、国が定める離島振興基本方針に適合してい

る必要があるほか、離島地域について定めるものであることから、離島地域ごとに置かれている地理的・自然的

特性は異なることを踏まえ離島地域ごとの課題に即して立案されるべきものである。 

提案内容は、離島振興計画の記載事項が既存の他の計画の記載事項に含まれている場合には他の計画をも

って離島振興計画の全部又は一部とすることを求めるものであるが、記載事項が重複していたとしても、その内

容が離島振興基本方針に適合しているか、離島地域の課題に即したものであるかは、改めて検討される必要が

あり、単に計画の記載事項が重複していることをもって、離島振興計画とすることはできない。 

なお、法が規定する離島振興計画の作成プロセスは、主務大臣が定める基本方針に基づき、作成されること

（法第４条第１項）、その作成にあたり、離島地域のある市町村に案の提出を求め（法第４条第５項）、また市町

村は案の作成にあたり住民の意見を反映するために必要な措置を講ずること（法第４条第８項）とされており、離

島振興計画の作成過程において、他の計画を転載することを含め、どのような調整をとるかは、作成する都道

府県に委ねられており、作成・調整過程の合理化は、現行においても可能である。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 150 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

地方公務員の休暇制度において、地域社会に貢献する活動に従事することを事由とする特別休暇を各地方公

共団体の裁量により創設できることの明確化 

 

提案団体 

神戸市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

地方公務員の休暇制度として、地域社会に貢献する活動（自治会、NPO 等）に従事することを事由とする特別

休暇を、各地方公共団体の裁量で創設して差し支えないこととすること若しくは明確化することを求める。 

 

具体的な支障事例 

当市としては、働き盛りの世代の地域活動参加を促進する社会的風潮を醸成するため、まずは公務員が日常

の地域活動に参画していく制度的基盤を構築することは有用と考えているが、地方公務員の休暇制度について

は、地方公務員法第 24 条第４項において「国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適

当な考慮が払われなければならない。」と規定されているところ、各地方公共団体が、それぞれの裁量で、地域

社会に貢献する活動（自治会、NPO 等）に従事することを事由とする特別休暇の創設を行いたい場合も、当該

規定との関係で問題がないのかは必ずしも明確ではない。 

国家公務員の休暇制度における、いわゆる社会貢献活動休暇（一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法

律第 19 条、人事院規則 15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）第 22 条第４号）は、被災地支援や介護施設

等における活動への参加を要件としている。一方、（自治的・自主的な動機による活動であるとはいえ）地域社

会への貢献として日常的に幅広い参画を期待される活動である自治会町内会活動が対象範囲となっていない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

働き盛り世代の地域活動参加を促すことで、自治会、町内会役員のなり手不足解消につながる。 

 

根拠法令等 

地方公務員法第 24 条第４項、人事院規則 15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）（特別休暇）第 22 条第４

号イ、ロ、ハ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、名古屋市、広島市、熊本市 

 

○町内会・自治会などの地域活動の担い手不足は非常に深刻であり、仕事をしながら活動に参加できることは

重要である。地域活動が特別休暇の対象となることで、地域活動への参加促進が促されるとともに、公務員がこ

うした取り組みの先行事例となることで、民間企業の取り組み促進にもつながることから、制度の改正等が必要

である。 



 

各府省からの第１次回答 

地方公務員の休暇を含む勤務条件は、地方公務員法第 24 条第４項及び第５項に基づき、「均衡の原則」に反

しない範囲で、各地方公共団体が条例で定めることとされている。 

また、特別休暇については、職員は公務を優先することが原則である以上、真にやむを得ない公的な要請また

は社会通念上妥当とされる個人的事情がある場合に限って認めることとすべきであることにも留意の上で、各地

方公共団体の実情に応じて適切にご判断いただくべきものであると考える。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 169 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 04_雇用・労働 

 

提案事項（事項名） 

特定地域づくり事業協同組合制度における派遣可能な業務の拡大 

 

提案団体 

長野県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

特定地域づくり事業協同組合制度において、同制度を活用する組合が安定した通年雇用を実現できるよう、派

遣可能な業務を労働者派遣法第４条で派遣が禁止されている建設業務などに拡大すること。 

 

具体的な支障事例 

特定地域づくり事業協同組合制度は、人口急減地域において、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合

が、特定地域づくり事業を行う場合において、都道府県知事が一定の要件を満たすものとして認定したときは、

無期雇用職員に限り、労働者派遣事業を許可ではなく届出で実施することを可能にする制度であり、当制度で

は派遣職員の通年雇用が想定されている。総務省が定めたガイドラインに記された認定基準においても「派遣

先を確保できる見込みがあるか」を確認することとなっており、組合運営費の一部に充当される特定地域づくり

事業推進交付金においても派遣職員の稼働率が８割未満の場合は、交付対象経費の上限額を稼働率に応じて

漸減することとされている。 

派遣職員の派遣先は組合の属する市町村の区域内の事業所に限定されており、実際に制度の活用を模索して

いた市町村は、どうしても冬季の派遣先が確保できなかったため活用に至らず、主に農業に対し派遣を行ってい

る組合は、設立当初から農閑期である冬季の派遣先を確保するのが難しいなど、人口急減地域にある農山村

では、産業構造が偏っており、農閑期である冬季に派遣可能な仕事がなく、派遣職員の稼働率を維持するため

に市町村の業務等にも従事させる必要があるのが現状である。 

ただ、市町村は事業協同組合の組合員になることができず、組合員以外による組合事業の利用は年間の組合

員の総利用分量の 20％以下に制限されているために、今以上に拡充することができない。また、隣接する市町

村においても状況は同じで隣接する市町村を含めた組合を設立しても、農閑期の仕事が補完できない。さらに、

こうした地域にも建設業などの事業所はあるが労働者派遣法により労働者の派遣が禁止されている。 

このような農山村地域の実態に即し、当制度を利用する事業協同組合の職員派遣先に関する要件の見直しを

求める。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

農閑期に派遣可能な仕事が増えることにより、特定地域づくり事業協同組合が通年の雇用を確保することがで

き、移住者を派遣職員として採用することにより、地域社会を維持・活性化するための担い手確保、移住・定住

の促進につながる。 

 

根拠法令等 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第４条 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

埼玉県、島根県、山口県、高知県、宮崎県 

 

○当県の中山間地域においても冬期に派遣可能な仕事が少ないため、組合の設立に至らない市町村がある。 

こうした地域では、植栽業務や建設業において人材が不足しており、冬期の派遣先として需要が高い。 

○当県では、今年１月に２つの特定地域づくり事業協同組合が設立されたところであり、深刻な人材不足に直面

している当該地域の建設事業者からも制度活用の要望があったが、組合への加入を断ったところである。 

○組合の区域内において、林業（地ごしらえ、植栽業務）も人手不足であるが、派遣が禁止されているため、派

遣ができない。 

 

各府省からの第１次回答 

建設業務については、雇用関係の不明確化や労働者に対する不当な支配が生ずるおそれがあること等から、

労働者派遣事業を禁止している。一方で、建設業務については、「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」

において、実施計画の認定を受けた建設事業主団体の構成事業主が、厚生労働大臣の許可を受けた上で、計

画に記載した当該団体の構成事業主に常用労働者を一時的に送り出すことができる特別な仕組みを認めてい

る（建設業務労働者就業機会確保事業）。そのため、建設業務における労働者派遣事業を認めることは慎重な

検討が必要である。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 170 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 04_雇用・労働 

 

提案事項（事項名） 

特定地域づくり事業協同組合制度における組合員以外への派遣が可能な利用量割合の拡大 

 

提案団体 

長野県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

特定地域づくり事業協同組合制度において、同制度を活用する組合が安定した通年雇用を実現できるよう、中

小企業等協同組合法により 100 分の 20 以内に制限されている組合員以外の者による事業の利用可能な割合

を拡大すること。 

 

具体的な支障事例 

特定地域づくり事業協同組合制度は、人口急減地域において、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合

が、特定地域づくり事業を行う場合において、都道府県知事が一定の要件を満たすものとして認定したときは、

無期雇用職員に限り、労働者派遣事業を許可ではなく届出で実施することを可能にする制度であり、当制度で

は派遣職員の通年雇用が想定されている。総務省が定めたガイドラインに記された認定基準においても「派遣

先を確保できる見込みがあるか」を確認することとなっており、組合運営費の一部に充当される特定地域づくり

事業推進交付金においても派遣職員の稼働率が８割未満の場合は、交付対象経費の上限額を稼働率に応じて

漸減することとされている。 

派遣職員の派遣先は組合の属する市町村の区域内の事業所に限定されており、実際に制度の活用を模索して

いた市町村は、どうしても冬季の派遣先が確保できなかったため活用に至らず、主に農業に対し派遣を行ってい

る組合は、設立当初から農閑期である冬季の派遣先を確保するのが難しいなど、人口急減地域にある農山村

では、産業構造が偏っており、農閑期である冬季に派遣可能な仕事がなく、派遣職員の稼働率を維持するため

に市町村の業務等にも従事させる必要があるのが現状である。 

ただ、市町村は事業協同組合の組合員になることができず、組合員以外による組合事業の利用は年間の組合

員の総利用分量の 20％以下に制限されているために、今以上に拡充することができない。また、隣接する市町

村においても状況は同じで隣接する市町村を含めた組合を設立しても、農閑期の仕事が補完できない。さらに、

こうした地域にも建設業などの事業所はあるが労働者派遣法により労働者の派遣が禁止されている。 

このような農山村地域の実態に即し、当制度を利用する事業協同組合の職員派遣先に関する要件の見直しを

求める。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

農閑期に派遣可能な仕事が増えることにより、特定地域づくり事業協同組合が通年の雇用を確保することがで

き、移住者を派遣職員として採用することにより、地域社会を維持・活性化するための担い手確保、移住・定住

の促進につながる。 

 

根拠法令等 

中小企業等協同組合法第９条の２第３項 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

埼玉県、兵庫県、島根県、山口県 

 

○当県では２市町で組合が設立済であるが、組合によって閑散期、繁忙期の時期が異なることと繁忙期は現状

の職員をフルに派遣しても人手が不足する状況である。そのため、区域外となる別組合への派遣が可能となれ

ば、年間を通じた仕事の確保や人材不足の解消となり、双方の課題が解決できる。 

 

各府省からの第１次回答 

特定地域づくり事業協同組合とは、中小企業等協同組合法第３条第１号に規定される事業協同組合のうち、地

域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律第３条第１項による都道府県知事の

認定を受けた事業協同組合である。 

中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合の員外利用規制は、事業協同組合はその組合員のための直接

の奉仕を目的として共同事業を行う事業体であり、その利用者は本来組合員に限られるべきという事業協同組

合制度の原則の例外として定められている。当該趣旨に鑑みれば、特定地域づくり事業協同組合に対する要望

をもって事業協同組合の員外利用規制を見直すことは、利用者が組合員に限られていることを前提として事業

協同組合制度に認められている各種特例等を含め、組合制度のあり方に影響を及ぼすものであり、特定地域づ

くり事業を行っていない他の約３万の事業協同組合にも影響が生じる問題であり対応は困難と考える。 

また、組合員になることができない事業者は、原則として中小規模ではない事業者であり、地域内の多くの事業

者は組合員になることができることから、特定地域づくり事業協同組合制度の趣旨を踏まえると、地域内の事業

者を発掘し、組合員とすることで、安定した通年雇用を実現すべきと考えられるため、ご提案の員外派遣の緩和

については、慎重な判断が必要と考える。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 171 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 04_雇用・労働 

 

提案事項（事項名） 

特定地域づくり事業協同組合制度において組合が位置する市町村以外への派遣が可能となるような見直し 

 

提案団体 

長野県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

特定地域づくり事業協同組合制度において、同制度を活用する組合が安定した通年雇用を実現できるよう、人

口急減地域特定地域づくり推進法により規制されている組合が位置する市町村の区域外の事業所への派遣が

可能となるよう緩和すること。 

 

具体的な支障事例 

特定地域づくり事業協同組合制度は、人口急減地域において、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合

が、特定地域づくり事業を行う場合において、都道府県知事が一定の要件を満たすものとして認定したときは、

無期雇用職員に限り、労働者派遣事業を許可ではなく届出で実施することを可能にする制度であり、当制度で

は派遣職員の通年雇用が想定されている。総務省が定めたガイドラインに記された認定基準においても「派遣

先を確保できる見込みがあるか」を確認することとなっており、組合運営費の一部に充当される特定地域づくり

事業推進交付金においても派遣職員の稼働率が８割未満の場合は、交付対象経費の上限額を稼働率に応じて

漸減することとされている。 

派遣職員の派遣先は組合の属する市町村の区域内の事業所に限定されており、実際に制度の活用を模索して

いた市町村は、どうしても冬季の派遣先が確保できなかったため活用に至らず、主に農業に対し派遣を行ってい

る組合は、設立当初から農閑期である冬季の派遣先を確保するのが難しいなど、人口急減地域にある農山村

では、産業構造が偏っており、農閑期である冬季に派遣可能な仕事がなく、派遣職員の稼働率を維持するため

に市町村の業務等にも従事させる必要があるのが現状である。 

ただ、市町村は事業協同組合の組合員になることができず、組合員以外による組合事業の利用は年間の組合

員の総利用分量の 20％以下に制限されているために、今以上に拡充することができない。また、隣接する市町

村においても状況は同じで隣接する市町村を含めた組合を設立しても、農閑期の仕事が補完できない。さらに、

こうした地域にも建設業などの事業所はあるが労働者派遣法により労働者の派遣が禁止されている。 

このような農山村地域の実態に即し、当制度を利用する事業協同組合の職員派遣先に関する要件の見直しを

求める。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

農閑期に派遣可能な仕事が増えることにより、特定地域づくり事業協同組合が通年の雇用を確保することがで

き、移住者を派遣職員として採用することにより、地域社会を維持・活性化するための担い手確保、移住・定住

の促進につながる。 

 

根拠法令等 

地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律第 19 条 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

埼玉県、兵庫県、島根県 

 

○当県では２市町で組合が設立済であるが、組合によって閑散期、繁忙期の時期が異なることと繁忙期は現状

の職員をフルに派遣しても人手が不足する状況である。そのため、区域外となる別組合への派遣が可能となれ

ば、年間を通じた仕事の確保や人材不足の解消となり、双方の課題が解決できる。 

 

各府省からの第１次回答 

本制度の目的は、「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」第１条に規定

されているとおり、地域人口の急減に直面している地域において、地域づくり人材の確保等を図り、地域社会の

維持、地域経済の活性化に資することである。すなわち、当該地域社会の維持、当該地域経済の活性化に資す

ることを目的としている。 

また、同法第 10 条において特定地域づくり事業の範囲を、①その地区において地域づくり人材がその能力を十

分に発揮することができるよう、地域づくり人材がその組合員の事業に従事する機会を提供する事業、②その地

区で活躍する地域づくり人材を確保する等の事業、と規定されていることから、当該地区の地域づくり人材の確

保及び活性化のための施策であることは明らかである。 

これらを踏まえると、組合が位置する市町村の区域外に職員を派遣することを求める本提案については、制度

の趣旨に沿わないため、慎重な判断が必要と考える。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 179 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

長期優良住宅の認定を受けた区分所有住宅及び大規模の修繕等が行われたマンションに対する固定資産税

の減額の申告対象者にマンション管理組合等の管理者を加えること 

 

提案団体 

仙台市、札幌市、角田市、岩沼市、東松島市、蔵王町、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、新潟

市、静岡市、名古屋市、堺市、神戸市、岡山市、広島市、福岡市、熊本市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

長期優良住宅の認定を受けた区分所有住宅（マンション等）の新築又は取得を行った場合の固定資産税の減

額申告について、申告主体にマンション管理組合等の管理者等を加え、管理者等からの申告があった場合は当

該区分所有住宅の全戸に係る固定資産税を一括して減額できるように求める。 

また、令和５年度税制改正で創設されたマンション長寿命化促進税制も同様に、管理計画認定マンションの管

理組合等の管理者等による申告があった場合は当該区分所有住宅の全戸に係る固定資産税を一括して減額

できるように求める。 

 

具体的な支障事例 

長期優良住宅の認定は、管理組合の管理者等が一括して申請のうえ住棟単位での認定を受ける仕組みに変

更された。 

一方で、当該住宅に係る固定資産税の減額の申告においては、管理者等からの申告は認められておらず、各

区分所有者が行う必要がある。 

そのため、マンション一棟で長期優良住宅の認定を受け、区分所有者全員が固定資産税の減額の対象となるこ

とが判明しているにも関わらず、申告書を提出した区分所有者しか減額の適用を受けられない。 

当市における、区分所有住宅に係る長期優良住宅の認定実績、及び固定資産税の減額申告の有無は以下の

とおり。 

令和３年度は１件（棟） 99 戸（申告 80 戸、未申告 19 戸） 

令和４年度は１件（棟）258 戸（申告 212 戸、未申告 46 戸） 

これにより、平成 29 年に新築した長期優良住宅の認定を受けた区分所有住宅の場合、新築住宅の申告不要な

５年間の減額措置が令和４年に終了するため、令和５年分の減額適用がないことへの問合せが未申告者から

必ずと言ってよいほど寄せられている。建物の要件は満たしているにもかかわらず、未申告というだけで減額措

置が終了することに納得が得られず、加えて隣戸の申告者は減額措置が続いていることに対する不満も大き

い。 

さらに、長期優良住宅の認定自体が令和４年に住棟認定へと変更されたことで、その声は益々大きくなるものと

予想される。 

また、固定資産税担当部署においても制度の広報作業に 100 時間、住戸毎の申告受理及び審査作業に７時

間、区分所有者への案内作業に４時間、決定通知発送作業に 18 時間を要して負担となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

管理組合の管理者等から申告を受けた際、当該区分所有住宅の全戸に係る固定資産税を一括して減額できる



ようにすることで、納税者（区分所有者）の負担軽減、未申告時の不公平感の解消につながるものと考える。 

さらに、固定資産税担当部署においても住戸毎に提出を受けている申告書の管理や申告の有無に伴う申告勧

奨作業が負担となっているところ、これらの業務も大幅に軽減され、事務の効率化にも資するものと考える。 

 

根拠法令等 

地方税法附則第 15 条の７第３項、第 15 条の９の３第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、苫小牧市、盛岡市、水戸市、ひたちなか市、大田原市、高崎市、千葉市、船橋市、八王子市、相模原

市、浜松市、豊田市、城陽市、高槻市、今治市 

 

○当市においては、長期優良住宅の認定を受けた区分所有住宅の実例がないが、今年度から創設となった「マ

ンション長寿命化促進税制」においては今後対象となるマンションの全所有者に申告書提出を求めることとな

る。この制度において対象条件とする管理計画認定マンションは、一棟で認定を受けるものであるから、全所有

者が平等に減税対象とされるべきであるが、申告にあたり全所有者分の申告書を期間内に同時に提出させるこ

とは困難で、一律の対応が不可能となることが予想されるため、各納税義務者がその責任のもとに行うのであ

れば、申告主体を便宜的に管理組合等の管理者とすることは、有益な措置と考える。 

 

各府省からの第１次回答 

地方税法附則第 15 条の７第３項及び第 15 条の９の３第２項においては、所有者（納税義務者）から申告書の

提出を行うことと規定しています。 

ご提案については、地方税法上の観点から、当該特例を所有者（納税義務者）からの申告制としている趣旨や、

マンション管理組合の管理者等と個々の所有者（納税義務者）との関係性等について整理する必要がありま

す。また、マンション管理組合の管理者等を申告主体に追加する場合に、申告書を含む必要な書類が確実に提

出されることが担保されるかについて慎重な判断が必要であるとともに、当該管理者等の負担が大きくならない

ようにすることも重要であると考えております。 

上記の留意点を十分に踏まえた上で、地方税制度を所管する総務省と、長期優良住宅の認定制度やマンション

管理計画認定制度及び管理組合に対する助言・指導制度を所管する国土交通省で連携し、本件税制特例の円

滑な運用について検討してまいります。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 182 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

マイナンバーカードの券面記載事項の削減及び電子証明書の有効期間を当該カードと同一とすること 

 

提案団体 

仙台市、札幌市、宮城県、石巻市、角田市、岩沼市、東松島市、富谷市、蔵王町、さいたま市、横浜市、川崎

市、相模原市、新潟市、静岡市、京都市、堺市、神戸市、広島市、北九州市、福岡市、熊本市 

 

制度の所管･関係府省 

デジタル庁、総務省 

 

求める措置の具体的内容 

マイナンバーカードについて、ハードウェアトークンとして使用できるよう、より利用者の利便性向上を考慮した制

度設計にすることを求める。 

具体的には、カード券面への氏名や住所、本人写真の表示等の記載を不要とし、情報は全てＩＣチップに格納す

る。併せてカード交付時に生体要素として指静脈を追加するような制度設計に改めていただきたい。また、不正

読取などのセキュリティ確保を施したうえで、電子証明書の有効期間をカード有効期間と同一としていただきた

い。 

 

具体的な支障事例 

住所変更や婚姻による氏変更等のマイナンバーカード（以下「カード」という。）の券面事項変更の際、自治体は

サインパネルに追記を行っているが、サインパネルに余白が無い場合、有効期限到来前でも再度カードを申請

する必要があり、自治体窓口では説明に苦慮している。 

また、カードに顔写真が印刷されているが、申請時の顔写真を利用した２Ｄデータのためカード交付時の顔認証

システムで比較するが、本人拒否率が高く、職員による目視で本人確認を行っており基準が統一できない。よっ

て、カード交付後に医療機関で保険証として利用する際も病院で使えないという苦情が寄せられているところで

ある。 

本人の真正性は所有、知識、生体を組み合わせた多要素認証を経て担保されるものと思われるが、カードリー

ダで読み込むことを前提とすれば、既に医療機関においてもカードを読み取ることで保険証を確認しているとこ

ろであり、カードの券面における住所等の表記省略も可能と考える。 

また、電子証明書の有効期限については、カード本体の有効期限より短いことから電子証明書の更新の度に再

度来庁する必要があるが、再度カードを申請する必要があるか等の問い合わせが相当数寄せられており、対応

に苦慮しているところである。暗号はいずれ危殆化するものだが、現状では RSA 鍵長 2048bit 以上であることを

鑑みれば、カード本体の有効期限と合わせることが可能と考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

券面への情報等の記載を不要とすれば、サインパネルの余白が無くなるたびに行っていた申請手続き等が必

要なくなり、有効期限までマイナンバーカードが利用できる。併せて、指静脈認証により本人拒否率、他人受入

率が減少し、より強固なセキュリティが担保される。顔認証の他に指静脈認証も追加されるため、利用するサー

ビスの本人受入率が向上する。また、暗証番号を忘れた場合の暗証番号再設定による来庁が不要となり、市町

村窓口の事務負担減少につながるとともに、無記名に伴うプライバシーの確保も可能となる。 

また、電子証明書の有効期間をマイナンバーカードと同一とすれば、電子証明書の更新のための来庁が不要と

なる。 



 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第７項、行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令第１条、行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個人情報の提供等に関す

る命令第 25 条、別記様式（第 25 条関係）、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に

関する法律第５条、第 24 条、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律施

行規則第 13 条、第 49 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、いわき市、小山市、桐生市、相模原市、浜松市、豊橋市、亀岡市、吹田市、高槻市、西宮市、東温市、

八女市、宮崎市 

 

○住所変更や婚姻による氏変更等のマイナンバーカード（以下「カード」という。）の券面事項変更の際、自治体

はサインパネルに追記を行っているが、サインパネルに余白が無い場合、有効期限到来前でも再度カードを申

請する必要があり、自治体窓口では説明に苦慮している。また、電子証明書の有効期限については、カード本

体の有効期限より短いことから電子証明書の更新の度に再度来庁する必要があるが、再度カードを申請する必

要があるか等の問い合わせが相当数寄せられており、対応に苦慮しているところである。 

○当市では、住民異動届を行う頻度の高い働き世代の住民はマイナンバーカード（以下「カード」という。）の保

有率も高い傾向があり、券面事項の追記欄に余白が無い場合に必要なカードの再申請から受領までの期間に

ついての意見や苦情を受けることがある。また、カードを保有している住民の方がカードを保有していない住民

に比べて、カードの券面事項変更等の処理の関係上、住民異動届の手続に係る待ち時間が長くなり、カードの

利便性を感じられないといった意見も受ける。このため、カードの利活用の推進と同時に、カードの保有に伴う各

種手続の簡素化を図るべきであると考えている。 

○マイナンバーカード券面のサインパネルの運用については、余白部分を拡張する等、仕様の変更を検討すべ

きである。 

○【券面記載事項削除について】マイナンバーカードの券面記載事項変更は住所異動届の度に発生するもので

あり、窓口での負担が増大しており、デジタル化を推進しつつも市民は窓口での待ち時間が増えているといった

不利益が生じてしまっている。また、サインパネルにも物理的な限度があり、券面満杯になるたびに再申請する

ことになるのも、市民から不便との意見をいただくことも多い。 

【電子証明書の有効期間について】電子証明書の更新だけでよいのに、カードの再発行が必要と勘違いし、多

数問い合わせが寄せられている。セキュリティ面については考慮する必要はあると思うが、カードと電子証明書

の有効期間を同一にすることで、窓口への来庁も不要となるため、市民の利益につながるように思われる。 

○当市でも、マイナンバーカードの普及により、住民の異動に伴う券面更新や券面満欄による再交付、暗証番

号の再設定、電子証明書の更新など、マイナンバーカードに関する手続数が増加している。手続数の増加によ

り、職員の事務負担の増加や来庁者の待ち時間の長期化といった影響がある。市民に届出書を書かせないス

マート窓口事業を進めており、マインナンバーカードをカードリーダーに読み込ませるのが住所異動届出時の標

準のオペレーションになると予想されるので、本人の真正性が担保されるのであれば、自治体及び利用者の負

担軽減にもなる。 

○住所の異動等があった際はマイナンバーカードの券面の追記欄に記載をするが、追記欄が満欄になった場

合は、マイナンバーカードの再発行が必要となり、一定の事務負担が生じている。 

 

各府省からの第１次回答 

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月９日閣議決定）に記載のとおり、次期マイナンバーカー

ドの導入に向けた検討の場として設ける「次期マイナンバーカードタスクフォース（仮称）」において、暗号アルゴ

リズム、偽造防止技術を含めた券面デザインについて必要な見直しを行うとともに、性別、マイナンバー、国名、

西暦等の券面記載事項、電子証明書の有効期間の延長等について検討を行ってまいりたい。券面記載事項に

ついては、マイナンバーカードの身分証明書としての機能やマイナンバー利用事務・関係事務実施者の事務へ

の影響を踏まえつつ検討してまいりたい。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 184 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

住民基本台帳ネットワーク利用端末へのリモート接続を可能とすること 

 

提案団体 

八王子市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

住民基本台帳ネットワークの端末等の運用において、端末の個別設定作業、障害時の対処などは端末設置場

所まで行って操作しないと対応できない状況である。 

適切なセキュリティ対策を講じたうえで、端末を管理するための ActiveDirectory の導入やリモート接続を認めて

もらいたい。 

 

具体的な支障事例 

住民基本台帳ネットワークはマイナンバーカード交付業務において重要な役割を担っている。操作する端末に

突発的な障害が発生した場合、当市に複数ある支所に設置された端末については、本庁舎のデジタル担当職

員が現地で復旧対応する必要がある。現地までの移動時間によっては半日程度端末が利用できないケースも

生じており、マイナンバーカード交付業務に大きな影響を与えている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

端末の運用管理を効率化するためのリモート接続の許可や ActiveDirectory の導入を行うことで、障害復旧対

応に係る現地への移動時間の削減や、リモート操作が可能になれば１か所で同時並行による端末更新作業が

可能となり、職員人件費、更新作業委託費の削減が見込まれる。 

また、復旧時間を短縮することによりマイナンバーカード交付業務の継続性を大幅に向上させ、滞りなく住民に

マイナンバーカードの交付が行えるようになる。 

 

根拠法令等 

システム構築手引書 導入手引書（本編） CS／統合端末用［第４．４版］［令和５年３月］（地方公共団体情報シス

テム機構策定） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、郡山市、千葉市、八尾市、東温市、八女市 

 

○市域が広範囲であり、住基ネット端末を設置している支所が多数あることから、更新作業を行う際には、担当

職員とベンダーで手分けして現地に赴き作業を行っている。２台設置されている場合には、往復の移動と更新作

業で終日かかってしまうため、大きな負担が生じている。リモート接続での対応が可能になれば人件費の削減に

つながるとともに、窓口終了後から作業を行うことにより、カード交付業務等にも支障を来たさなくなる。 

 



各府省からの第１次回答 

ActiveDirectory については、導入団体における適切な管理体制の整備やソフトウェアのぜい弱性対策及び動

作確認の実施など、一定の条件を満たした上で導入することが可能とされています。 

保守作業等による端末へのリモート接続については、住基ネットが全国の住民の個人情報を保存しているシス

テムであることやリモート接続により当該個人情報漏洩等のリスクがあることなどを鑑み、慎重な対応が必要と

考えます。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 185 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

決算上剰余金が生じた場合に積み立て等に充てなければならない金額に係る規定の見直し 

 

提案団体 

八王子市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

地方財政法第７条において、決算上生じた剰余金については、当該剰余金のうち二分の一を下らない金額を積

み立て、又は繰上償還の財源に充てなければならないとされている。この積み立て、又は繰上償還の財源に充

てる金額について、剰余金が生じた翌年度に支払う国・都返還金を除いた額の二分の一とするよう要件の見直

しを求める。 

 

具体的な支障事例 

＜背景＞ 

地方財政法第７条では、「各会計年度において決算上剰余金を生じた場合は、当該剰余金のうち二分の一を下

らない金額は、剰余金が生じた翌翌年度までに、積み立て、又は償還期限を繰り上げて行う地方債の償還の財

源に充てなければならない」とされている。しかし、近年は国の給付金事業等の影響により、国庫支出金等の超

過収入による翌年度返還金が多額となっていることから、地方財政法第７条における積み立て、又は繰上償還

の財源に充てる金額は、国・都返還金を除いた二分の一としてもらいたい。 

＜実績＞ 

令和３年度（2021 年度）決算 

実質収支（剰余金）     7,518,095 千円 

令和４年度（2022 年度）に必要となる額 

【１／２の額】          3,759,048 千円 

【国・都返還金】        3,998,545 千円 

【繰越金として使える額】 △239,498 千円 

＜支障＞ 

地方財政法第７条への対応と、前年度に超過収入となった国や都からの支出金に対する返還金に対応する財

源として、前年度の剰余金だけで賄えきれない状況は、持続可能な財政運営に支障をきたす。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

前年度の剰余金から、超過収入に係る国・都返還金を除くことにより、地方財政法第７条に対応しても前年度か

らの繰越金が生ずることになり、安定した財政運営が可能となる。 

 

根拠法令等 

地方財政法第７条 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、高崎市、亀岡市、長崎市 

 

○近年、国・県返還金が増加していることもあるため「地方財政法第７条における積み立て、又は繰上償還の財

源に充てる金額は、国・県返還金を除いた二分の一」となった方がよいと考えている。 

＜実績＞ 

令和３年度 

実質収支（A）          3,565 百万円 

（1/2 の額）（B=A/2）    1,783 百万円 

国・県返還金(C)        833 百万円 

繰越金として使える額(D＝B-C)   950 百万円 

 

各府省からの第１次回答 

決算上の剰余金に係る国等への返還金の取扱については、地方団体・関係省庁から、返還が翌年度に及んで

いる実情や課題等を聴取した上で、必要性も含めて、検討したいと考えている。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 189 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

地方公営企業法施行令(昭和 27 年政令第 403 号)第 22 条の３で規定のある、収納取扱金融機関の担保提供

規定の緩和 

 

提案団体 

八王子市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

地方公営企業法施行令(昭和 27 年政令第 403 号)第 22 条の３で規定のある収納取扱金融機関の担保提供の

有無を、各自治体で判断できるよう緩和を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

当市の下水道事業は令和２年度に公営企業会計を適用したことに伴い、地方公営企業法に基づき、公金の収

納及び支払事務を担う出納取扱金融機関と、収納事務を取り扱う収納取扱金融機関を指定し、その金融機関

が地方公営企業に係る公金の事務を取り扱っている。 

地方公営企業法施行令第 22 条の３の規定により、出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関には担保の提供

が義務付けられている。 

一般会計及び各特別会計では、地方自治法及び地方自治法施行令に基づき、各金融機関から公金の収納及

び支払事務を担う指定金融機関と、収納の事務を担う収納代理金融機関を指定し、その金融機関が公金の事

務を取り扱っている。しかし担保の提供義務は、地方自治法施行令第 168 条の２第３項に基づき、指定金融機

関のみに規定されている。 

【支障事例】 

担保提供義務の規定を理由として、既に当市の一般会計及び各特別会計を取り扱っている収納代理金融機関

から、収納取扱金融機関の契約を断られる事例があった。 

よって、一般及び各特別会計の取扱金融機関は 31 件であるが、下水道事業においては 23 件であり、８件少な

い。(令和５年４月現在) 

【規制緩和の必要性】 

近年、金融機関が公金の取扱いから撤退する中、公金を取り扱う金融機関の存在は益々重要になると考えられ

る。 

当該規定を理由として収納取扱金融機関の契約が締結できず、取り扱う公金により納付できる金融機関が異な

ることは、市民の立場から不合理であると考えられる。 

【支障の解決策】 

そこで、担保提供の有無を各自治体と金融機関側との契約により決定することができれば、収納取扱金融機関

の負担が減らすことができるため、契約に向けた交渉が進めやすくなると考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

各自治体の公金事務に即した形で担保提供の有無を判断し、収納取扱金融機関契約を取り交わすことで、公

金を取り扱う金融機関の数を維持することに繋がれば、市民の納付機会の減少を防ぐことに繋がると考えられ



る。 

 

根拠法令等 

地方公営企業法施行令(昭和 27 年政令第 403 号)第 22 条の３ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

越谷市 

 

- 

 

各府省からの第１次回答 

収納取扱金融機関の担保提供規定については、提供される担保の意義や、他の公金を取り扱う金融機関に係

る制度との整合性を踏まえつつ、その必要性を検討する必要があることから、地方公共団体等の意見を伺いな

がら、提案内容に係る課題整理や対応方針について検討してまいりたい。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 220 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

引き続き都道府県の区域内に住所を有する旨の証明書の廃止 

 

提案団体 

茅ヶ崎市 

 

制度の所管･関係府省 

総務省 

 

求める措置の具体的内容 

引き続き都道府県の区域内に住所を有することの確認に関する事務について、公職選挙法施行令第 34 条の２

(引き続き都道府県の区域内に住所を有する旨の証明書)を廃止し、公職選挙法施行令第 34 条の３（引き続き

都道府県の区域内の住所を有することの確認のための手続き）への一本化を求める。 

 

具体的な支障事例 

平成 31 年及び令和５年の統一地方選において、事前に「引き続き都道府県の区域内に住所を有する旨の証明

書」（以下「引き続き証明書」という。）の発行を希望され、来庁した選挙人が数名いたが、投票所にて「引き続き

都道府県の区域内の住所を有することの確認のための手続き」（以下「引き続き確認」という。）を行うことにより

投票可能であるということの認識がなく、「引き続き証明書」がないと投票できない認識であった。 

また、当市では、引き続き都道府県の区域内に住所を有することの確認に関する事務を実施するために、「引き

続き証明書」及び「引き続き確認」の両者に対応できるよう、準備を行う必要が生じている。 

平成 29 年の公職選挙法施行令改正後、平成 31 年及び令和５年の計２回、「引き続き確認」を実施したが、問

題も特になく運用できていること、また、この２回の選挙においては、当市で「引き続き証明書」の発行実績はな

いことを例にとっても、「引き続き確認」のみで運用可能であると考える。一方で、公職選挙法施行令第 34 条の

２第２項において、市町村長は、「引き続き証明書」の申請があった場合、直ちに証明書を交付しなければならな

いとされているため、この条項がある限り、証明書を発行する準備や発行事務を継続する必要が生じてしまう。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

【選挙人への効果】 

「引き続き証明書」を発行する場合、事前に証明書を取得するため市役所に、投票をするため投票所に、二度足

を運ぶ必要がある上、証明書の取得には 15 分から 30 分程度の時間を要することが想定される。一方、「引き

続き確認」を行う場合、事前の来庁は不要であり、投票の際に 10 分程度確認時間を要するのみとなる。 

【職員への効果】 

４年に一度の限られた期間のみ「引き続き証明書」を発行するために、申請方法、証明書の作成方法（手作業）

を引き継ぎ、窓口対応職員への周知と事前準備を行っているが、そのために必要な工数が削減でき、選挙人へ

の説明も簡潔になる。 

【全体的な効果等】 

上記のことから、本提案の実現により選挙人や職員に負担が生じることはなく、投票の円滑な管理執行に支障

を来すものではないと考える。さらに、令和５年２月から引っ越しワンストップサービスが開始され、転出入の手

続きのために住民が来庁する必要性を減らすことにつながっているが、本提案は、こうした方向性にも資する提

案であると思われる。 

 



根拠法令等 

公職選挙法第 44 条第３項、公職選挙法施行令第 34 条の２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

函館市、盛岡市、宮城県、ひたちなか市、前橋市、相模原市、海老名市、三重県、豊中市、茨木市、高知県、熊

本市 

 

○当県の実績をみても、「引き続き確認」の利用が圧倒的に多く、選挙人や市町村の負担軽減のためにも、「引

き続き確認」への一本化を求める。 

令和５年県議会議員選挙実績 

「引き続き証明書」：６人 

「引き続き確認」：232 人 

○当市の現状においても「引き続き確認」による対応が大多数を占めており「引き続き証明」の必要性を認めな

いことから、「引き続き確認」のみの運用にすることで、事務の簡素化だけでなく消耗品費や人件費の抑制を図

ることができる。 

 

各府省からの第１次回答 

 「公職選挙法及び最高裁判所裁判官国民審査法の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 94 号）により、

投票管理者が、選挙人が同一都道府県内に引き続き住所を有している者であることを確認する方法として、選

挙人が引き続き当該都道府県の区域内に住所を有することを証するに足りる文書（公職選挙法第 44 条第３項

で要求する事項を充たす住民票の写し又は公職選挙法施行令第 34 条の２第１項に規定された証明書）をあら

かじめ準備し投票管理者に提示する方法に加え、投票管理者が投票の際に、選挙人の申請に基づき住民基本

台帳ネットワークシステムを用いて確認する方法を新たに設けた。 

投票所における投票の際、前者の方法による場合には、当該文書の提示をすれば別途の確認が不要であるの

に対して、後者の方法による場合には、投票の際に住民基本台帳ネットワークシステムを用いて確認する必要

があり、一定時間選挙人を待たせることとなることから、後者の方法のみとした場合、投票所における確認のた

め、投票の円滑な実施に支障が出る可能性がある。また、前者の方法について、選挙人は、公職選挙法第 34

条の２第１項に規定された証明書の交付の申請を全国いずれの市町村の長に対してもすることができ、前者の

方法が設けられていることで選択の幅が広く保たれることは、選挙人の便宜に資するものである。 

前者の方法は全国的に一定程度利用されていると承知していることから、選挙人の便宜に関する観点からも、

廃止することはできない。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 第１次回答 

 

管理番号 224 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

奨学金事業における公益財団法人等によるマイナンバー独自利用の対象化 

 

提案団体 

兵庫県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、個人情報保護委員会、こども家庭庁、デジタル庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

法律でマイナンバー利用が認められている事務と性質が同一の事務について、県が当該事業のために設立し

た公益財団法人等に業務移管や業務委託を実施する場合は、当該団体のマイナンバー利用を可能とすること。 

（例として、旧日本育英会（現（独）日本学生支援機構）から事務移管された奨学金事業。） 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

前回提案（平成 28 年提案募集管理番号 196）からの情勢変化として、令和５年３月７日に閣議決定され、今国

会へ提出されているマイナンバー法等の一部改正法案においても、マイナンバー利用範囲の拡大や、法律で認

められている事務に準ずる事務におけるマイナンバー利用等が盛り込まれている。 

【支障】 

現在も（公財）兵庫県高等学校教育振興会はマイナンバーを取り扱えない状況に変化はないため、マイナンバ

ー利用による国民の利便性向上等が目指される中にあっても、添付書類の削減など申請者負担の軽減が進め

られない状況である。 

［当該奨学金事務におけるマイナンバーを必要とする事務処理件数］ 

➀採用申請          約 1,000 件／年  

➁返還免除・猶予申請    約   500 件／年 

➂返還者等の現況確認   約 3,500 件／年 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

県が当該業務を行う場合同様に、申請者は申請時の添付書類を削減することができる。 

 

根拠法令等 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

- 

 

- 

 



各府省からの第１次回答 

マイナンバーの利用範囲拡大による国民の利便性向上と、個人情報保護に対する国民の懸念への対応という

両面を考慮しながら、提案の事務の性質、目的、事務を行わせている主体（公益財団法人）等を踏まえ、マイナ

ンバーの利用及び情報連携が可能か検討してまいりたい。 

 


